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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次  第67期 第68期 第69期 第70期 第71期

決算年月  平成17年３月平成18年３月平成19年３月平成20年３月平成21年３月

(1）連結経営指標等       

売上高 （百万円） 68,041 70,627 74,066 74,573 75,181

経常利益 （百万円） 5,019 9,028 10,238 13,233 13,561

当期純利益 （百万円） 2,299 4,988 6,030 8,387 8,754

純資産額 （百万円） 68,116 72,763 75,763 74,113 74,151

総資産額 （百万円） 104,875106,245109,707103,528102,344

１株当たり純資産額 （円） 541.64 582.89 616.69 628.74 649.22

１株当たり当期純利益金額 （円） 17.67 39.61 48.91 69.82 75.27

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 65.0 68.5 68.6 71.6 72.5

自己資本利益率 （％） 3.3 7.1 8.1 11.2 11.8

株価収益率 （倍） 41.3 29.4 23.2 13.0 12.9

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 6,133 8,446 6,951 5,585 10,608

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △1,870 △5,726 △4,859 511 △3,416

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 3,148 △6,414 △5,235 △7,611 △7,257

現金及び現金同等物の期末残高 （百万円） 28,796 25,102 21,959 20,443 20,377

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）
    （人）

1,705

(243)

1,762

(298)

1,792

(330)

1,692

(366)

1,702

(391)

(2）提出会社の経営指標等       

売上高 （百万円） 59,657 61,611 64,436 67,973 70,948

経常利益 （百万円） 5,022 8,874 10,165 12,895 12,931

当期純利益 （百万円） 2,340 5,106 6,356 8,233 8,105

資本金 （百万円） 7,229 7,229 7,229 7,229 7,229

発行済株式総数 （千株） 137,223137,223131,223125,800125,800

純資産額 （百万円） 66,748 71,514 74,348 73,035 72,425

総資産額 （百万円） 99,091 94,437 99,240 96,881 94,341

１株当たり純資産額 （円） 530.75 572.88 609.12 619.60 634.11

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配当額）
（円）

9.00

(4.50)

12.00

(4.50)

17.00

(6.00)

20.00

(8.50)

22.00

(10.00)

１株当たり当期純利益金額
 

（円）
17.99 40.55 51.56 68.54 69.69

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 67.4 75.7 74.9 75.4 76.8

自己資本利益率 （％） 3.5 7.4 8.7 11.2 11.2

株価収益率 （倍） 40.6 28.7 22.0 13.2 14.0

配当性向 （％） 50.0 29.6 33.0 29.2 31.6

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）
　　（人）

1,502

(162)
1,374 1,367 1,391 1,404

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．平均臨時雇用者数は従業員数の100分の10未満の場合には記載を省略しております。

４．第69期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。
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２【沿革】

大正２年２月 持田良吉　持田商会薬局を東京都文京区本郷に開業

大正７年２月 持田製薬所（旧　王子事業所、東京都北区　平成12年３月閉鎖）を開設し、本格的に医薬品製造を

開始

昭和20年４月 持田製薬㈱を設立し、本店所在地を東京都北区神谷におく

昭和24年４月 病医院への医薬情報提供の活動を開始

昭和24年12月 東京営業所（現　東京支店）を開設

昭和26年１月 大阪出張所（現　大阪支店）を開設

昭和32年６月 研究所（旧　王子事業所内）を設置

昭和34年１月 札幌出張所（現　札幌支店）を開設

昭和36年６月 福岡出張所（現　福岡支店）を開設

昭和38年５月 東京証券取引所市場第二部上場

昭和38年６月 名古屋出張所（現　名古屋支店）を開設

昭和45年４月 薬粧部門（現　持田ヘルスケア㈱）を設置

昭和47年４月 医療機器部門（現　持田シーメンスメディカルシステム㈱）を設置

静岡工場（現　藤枝事業所、現　持田製薬工場㈱　静岡工場)を開設

昭和49年３月 東海ケミカル㈱（現　㈱テクノネット、連結子会社）を設立

昭和50年３月 埼玉工場（現　持田ヘルスケア㈱、鴻巣市）を開設

昭和50年11月 東京証券取引所市場第一部に指定替え

昭和51年５月 インターファーム㈱（現　㈱持田インターナショナル、連結子会社）を設立

昭和51年８月 本社ビル（東京都新宿区）を現在地に開設

昭和52年７月 本店所在地を東京都新宿区四谷に移転

昭和57年７月 富士中央研究所（現　御殿場事業所）を開設

平成３年６月 大田原工場（現　持田製薬工場㈱　本社工場）を開設

平成15年４月 持田メディカルシステム㈱（連結子会社）及び持田ヘルスケア㈱（連結子会社）を設立

平成15年10月 持田メディカルシステム㈱が医療機器事業を承継し、営業を開始

平成16年４月 持田ヘルスケア㈱がヘルスケア事業を承継し、営業を開始

持田製薬工場㈱（連結子会社）を設立

平成16年８月 持田メディカルシステム㈱がシーメンスグループの資本参加を受け、持田シーメンスメディカルシ

ステム㈱に社名を変更

平成17年４月 持田製薬工場㈱が医薬品製造事業を承継し、営業を開始

平成19年10月

　

持田シーメンスメディカルシステム㈱が当社の連結子会社から持分法適用の関連会社となる
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び連結子会社）は連結財務諸表提出会社（以下当社という）と連結子会社４社で構成されて

おり、医薬品関連、ヘルスケア関連の製造及び仕入並びに販売を主たる業務としております。

  その他、医療機器の仕入・販売を行う持分法適用関連会社が１社、関連当事者が１社あります。

　当社グループが営んでいる主な事業内容及び当社と関係会社等の当該事業に係る位置づけの概要は、次のとおりで

あります。

１．医薬品関連事業

　当社は、子会社持田製薬工場㈱へ医薬品の製造を委託し、その製品を仕入、販売をしております。また、持田製薬

工場㈱は、子会社㈱持田インターナショナルを通じて原料等の一部を仕入、同社を通じて製品の一部を販売して

おります。

子会社㈱テクノネットは不動産の仲介及び管理並びに建造物の保守管理を行っており、当社も不動産の仲介及

び管理並びに建造物の保守管理を委託しております。また、子会社㈱持田インターナショナルは損害保険の代理

業を行っており、当社も一部損害保険の付保契約を行っております。また、関連当事者㈱メジカルビュー社は医学

関係図書の出版並びに各種印刷物の制作を行っており、当社も学術宣伝用各種印刷物の一部の制作の委託をして

おります。

２．ヘルスケア事業

子会社持田ヘルスケア㈱が医薬部外品・化粧品の製造、仕入並びにその販売を行っております。また、同社に対

して子会社㈱テクノネットが製造役務の供給を行っております。

　　　３．医療機器事業

　持分法適用関連会社持田シーメンスメディカルシステム㈱は診断機器等の仕入及び販売等を行っております。

 

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

（注）◎は連結子会社、◇は持分法適用の関連会社、★は関連当事者であります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容
議決権の所
有割合（％）

関係内容

（連結子会社）

持田製薬工場㈱　　　

(注）       

 栃木県

大田原市
500医薬品製造  　　　100

 

当社は、医薬品の製造を委託して

おります。

役員の兼任等…有

持田ヘルスケア㈱
東京都

新宿区
100

ヘルスケア製品製造

及び販売
100役員の兼任等…有

㈱持田インターナショ

ナル　　　　

東京都

新宿区
20

医薬品原料仕入、販売

及び損害保険代理業
100

当社は、損害保険の取引をしてお

ります。

役員の兼任等…有

㈱テクノネット
東京都

新宿区
82

不動産の仲介及び建

造物の保守管理

ヘルスケア製品製造

受託等

100

当社は、不動産の仲介及び管理、

建造物の保守管理を委託してお

ります。

役員の兼任等…有

（持分法適用関連会社）

持田シーメンスメディ

カルシステム㈱

東京都

品川区
100

医療機器の仕入

及び販売
49 役員の兼任等…有

　（注）特定子会社に該当しております。 

 

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年３月31日現在

事業部門の名称 従業員数（人）

医薬品関連 1,530(294) 

ヘルスケア 57(79) 

全社（共通） 115(18) 

合　　　　　計 1,702(391) 

　（注）１．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は（ ）内に当連結会計年度の平均人員を外数で記載しておりま

す。

２．全社（共通）として記載している従業員数は、特定の事業部門に区分できない管理部門に所属しているもの

であります。

 

(2）提出会社の状況

　平成21年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

1,404 41.3 17.0 8,366,990

　（注）１．従業員数は就業人員数を記載しております。

　　　　２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含めております。　

　
　　
(3）労働組合の状況　　平成21年３月31日現在

１．名称　　　　　　持田製薬労働組合

２．組合員数　　　　　　　1,069人

３．労使間の関係　　持田製薬労働組合は持田製薬㈱、持田製薬工場㈱及び持田ヘルスケア㈱を組合員とする単一

組織であり、連合傘下の日本化学エネルギー産業労働組合連合会（ＪＥＣ連合）に加盟し

ております。　

労使関係は非常に協調的であり、各種の交渉も円滑に進捗しております。　　
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（１）業績

当連結会計年度における医薬品業界は、薬価改定、後発品使用促進策をはじめとした医療費抑制策が進められてい

るなか、医療保険制度改革や国内外の企業間競争の激化など企業環境の一層の変化が加わり、引き続き厳しい経営環

境のもとに推移いたしました。

　このような状況下、当社グループ（当社および連結子会社、以下同じ）はグループ経営体制の整備、人員の適正　　

化、全社的な生産性の向上への取り組みなど経営全般にわたる業務改革を推進してまいりました。

医薬品関連事業では、重点４領域（循環器、産婦人科、皮膚科、救急）にリソースを集中し、スペシャリティファー

マを目指して、主力製品を中心とした学術情報提供活動を積極的に展開するとともに、前期に販売を開始した新製

品の拡販に努めました。

ヘルスケア事業は、敏感肌のための基礎化粧品のエキスパートとして事業活動を行い、これまでの皮膚科、産婦人

科の先生方の高い支持を基盤として、マーケティングの強化に努め市場開拓を図ってまいりました。

　以上の結果、当連結会計年度の売上高は、751億８千１百万円となり、前期比0.8％の増収となりました。

　利益面につきましては、医薬品事業での薬価引き下げに伴う売上原価への影響がありましたが、医薬販売増での増

収効果により営業利益は129億８千２百万円と前期比9.8％の増益となりました。また、ロイヤリティ収入等により

経常利益は135億６千１百万円と前期比2.5％の増益、当期純利益は87億５千４百万円と前期比4.4％の増益となり

ました。

各事業部門の業績は次のとおりであります。

１．医薬品関連事業

平成20年４月に薬価引き下げがありましたが、主力製品の高脂血症・閉塞性動脈硬化症治療剤「エパデール」、

持続性Ca拮抗降圧剤「アテレック」が順調に推移し、新製品の尖圭コンジローマ治療薬「ベセルナクリーム」、経

口プロゲスチン製剤の子宮内膜症治療剤「ディナゲスト」も売上に貢献いたしました。その結果、GnRH誘導体製剤

の子宮内膜症・子宮筋腫治療剤「スプレキュア」、止血剤「トロンビン」などの落ち込みがありましたが、売上高

は717億１千万円、前期比4.5％の増収となりました。

なお、ノバルティスファーマ株式会社との「ディオバン」の共同プロモーション提携を、平成20年12月末日を

もって終了いたしました。

２．ヘルスケア事業

ヘルスケア事業は、基礎化粧品等敏感肌市場の競争激化のなかで、「コラージュフルフルシリーズ」が伸長し、

また新たに投入した美白シリーズの化粧品の貢献があったものの、「スキナシリーズ」の落ち込みがあり、売上高

は34億７千万円、前期比0.0％で前期並みとなりました。

 

　なお、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、所在地別セグメントの業績

は記載しておりません。

（２）キャッシュ・フロー

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に

比べ６千５百万円減少し、当連結会計年度末には203億７千７百万円となりました。

主な内容は以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業活動による資金の増加は106億８百万円となりました。

これは主に、退職給付引当金の減少９億１千５百万円や法人税等の支払50億８千３百万円がありましたが、一

方、税金等調整前当期純利益137億２千７百万円と高水準であったことに加え、減価償却費26億８千３百万円の

発生などによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動による資金の減少は34億１千６百万円となりました。

これは主に、定期預金の払戻による収入84億２千万円がありましたが、定期預金の預入による支出69億２千万

円、有形・無形固定資産の取得による支出38億７千４百万円及び投資有価証券の取得による支出10億９千８百

万円などによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動による資金の減少は72億５千７百万円となりました。

これは主に、長期借入金の返済６億円、配当金の支払額25億１千８百万円及び自己株式の取得による支出41億３

千４百万円などによるものです。
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２【生産、受注及び販売の状況】

（１）生産実績

　当連結会計年度の生産実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。

事業部門の名称 金額（百万円） 前期比（％）

医薬品関連 54,492 △5.6

ヘルスケア 3,661 1.1

合　　 計 58,153 △5.2

　（注）１．金額は正味販売価格によっております。

２．上記金額中に、消費税等は含まれておりません。

 

（２）商品仕入実績

　当連結会計年度の商品仕入実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。

事業部門の名称 金額（百万円） 前期比（％）

医薬品関連 8,626 11.1

医療機器　　　　　　　　（注）２ － △100.0

合　　 計 8,626 　△6.4

　（注）１．金額は実際仕入額によっております。

２．医療機器事業は、持田シーメンスメディカルシステム㈱が平成19年10月１日付で当社の連結子会社より持分

法適用関連会社となったため、当連結会計年度の実績はありません。なお、前連結会計年度における医療機器

事業の金額は15億２百万円であります。

３．上記金額中に、消費税等は含まれておりません。

 

（３）受注状況

　当社グループは主として見込生産を行っているため、記載を省略しております。

 

（４）販売実績

　当連結会計年度の販売実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。

事業部門の名称 金額（百万円） 前期比（％）

医薬品関連 71,710 4.5

ヘルスケア 3,470 △0.0

医療機器　　　　　　　　（注）１ － △100.0

合　　 計 75,181 　0.8

　（注）１．医療機器事業は、持田シーメンスメディカルシステム㈱が平成19年10月１日付で当社の連結子会社より持分

法適用関連会社となったため、当連結会計年度の実績はありません。なお、前連結会計年度における医療機器

事業の金額は24億５千３百万円であります。 

 　　　 ２．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

㈱スズケン 13,813 18.5 14,629 19.5

㈱メディセオ・パルタック

ホールディングス
13,591 18.2 14,301 19.0

アルフレッサ㈱ 12,349 16.6 12,846 17.1

東邦薬品㈱ 8,570 11.5 8,640 11.5

３．上記金額中に、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

当社グループは、より厳しい環境変化に対応し、利益を伴いながら着実に成長し続けるために、引き続き利益重視

と将来への投資の継続の基本方針のもと、本社機能の充実や効率的な組織運営などの構造改革の推進に取り組み、部

門間連携の強化によってさらなる生産性の向上を目指します。また、人的資源を含む限られたリソースを最大限活用

すると同時に、社外資源とも積極的な連携を図ります。

　対処すべき課題としては、引き続き「競争力のある事業、領域の確立」、「パートナーシップの重視」、「リソースの

徹底した見直し」を掲げております。

(１) 競争力のある事業、領域の確立

　それぞれの事業、領域で「持田製薬でなければできない」と評価され、お客様から選ばれるように、得意分野

をさらに強くし、「オンリーワン」を目指す戦略を推進してまいります。

(２) パートナーシップの重視

　外部とのパートナーシップを重視し、社内と社外の資源を結び付け、強い分野はより強く、弱い分野は補完し

あう戦略を実行してまいります。

(３) リソースの徹底した見直し

　全てのビジネスユニットに関して，資源とその配分を見直し、ビジネスユニットの完全な自立と部門間連携

により、全社の生産性向上を目指した構造改革を推進してまいります。また中核とすべき企業能力の伸長に資

源を集中し、無駄のない筋肉質の経営を強化してまいります。

 

また、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針は、以下のとおりであります。

 

Ⅰ．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　 当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として、①当社及び当社グループが1913年の創業以来

蓄積してきた研究開発・製造・販売等の各分野における専門知識・経験・ノウハウ、これらを担う従業員、当社

及び当社グループの取引先・顧客・従業員・地域社会その他の利害関係者との間に築かれた信頼関係、高品質

な医薬品等の供給能力、良好な財務体質、その他当社の企業価値の様々な源泉、②長期的な視野のもとに継続的

かつ安定的に医薬品等の研究開発、高品質な医薬品等の製造販売、適正使用情報の提供・管理等を実施・推進す

ることが不可欠であること等の当社及び当社グループの事業特性を十分に理解し、上記①及び②に基づく適切

な経営方針、事業計画等の立案・実施を通じ、当社の企業価値及び株主共同の利益を中長期的に確保・向上させ

る者が望ましいと考えております。       

   もっとも、当社の支配権の移転を伴う買付行為を受け入れるか否かを含め、当社を支配する者の在り方は、最

終的には株主により決定されるべきであると考えております。また、株主が当該買付行為を受け入れるか否かの

判断を適切に行うためには、当該買付者から一方的に提供される情報のみならず、現に当社の経営を担っている

当社取締役会から提供される情報及び当該買付行為に対する当社取締役会の評価・意見等も含めた十分な情報

が提供されることが不可欠であると考えております。

   他方、当該買付行為の中には、株主に株式の売却を強要するおそれがあるもの、株主が当該買付行為を受け入

れるか否かを検討し、当社取締役会が当該買付行為を評価検討し、必要に応じ当該買付者との間で条件改善につ

いて交渉し、代替案を提示するための十分な時間・情報が確保できないもの等、当社の企業価値及び株主共同の

利益を著しく毀損するおそれのあるものもあります。

 　当社は、このような買付行為又はこれに類似する行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配す

る者として不適切であると考えます。

 

Ⅱ. 基本方針の実現に資する特別な取組み

１．中期経営計画等

    当社は、1913年の創業以来「先見的独創と研究」の理念を掲げ、独創的な医薬品の研究開発活動を中心とした

総合健康関連企業を志向して参りました。当社がその企業価値を向上させるためには、医薬品等の研究開発、高

品質な医薬品等の製造販売、適正使用情報の提供・管理等を長期的な視野のもとに継続的かつ安定的に実施・

推進することが不可欠であり、1913年の創業以来蓄積された専門知識・経験・ノウハウ及び国内外の取引先・

顧客・従業員・地域社会その他の利害関係者との間に築かれた信頼関係等を適切に維持することが不可欠で

す。

　平成21年４月１日に公表いたしました2009年度～2011年度の中期経営計画においては、従来の基本方針（利益

の重視と将来への投資を継続し、中堅企業の機動性・俊敏性等持てる強みを最大限に活かしながら①競争力の

ある事業・領域の確立、②パートナーシップの重視、③リソースの徹底した見直しの３点に重点的に取り組む）

のもと、(1)本社機能の充実、効率的な組織運営等の構造改革及び部門間連携の強化による更なる生産性の向上、

(2)戦略的なアライアンスを推進することを表明し、企業価値の向上に努めております。
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 　　また、当社は、継続して企業価値の向上に努め、業績を継続的に発展させることにより、株主に適切な利益還元

を行うことを重要な経営課題と捉えており、今後の成長戦略、収益状況等を総合的に判断して、内部留保の充実

と利益還元のバランスを勘案しつつ、配当方針を決定して参ります。内部留保については、研究開発、設備投資、

企業提携等に有効に活用して参ります。また、自己の株式の取得については、経営環境の変化に機動的に対応す

るため、取締役会決議で実施できる体制をとっており、積極的に実施いたします。

 

 ２．コーポレート・ガバナンスの充実、コンプライアンスの徹底

 　　　当社は、コーポレート・ガバナンスの充実及びコンプライアンスの徹底を当社グループ全体の経営の軸として、

ステークホルダーの信頼と期待に応え、当社の企業価値の向上に努めております。当社は、コーポレート・ガバ

ナンスの充実策の一環として、重要な経営の意思決定に当たっては経営政策会議の充分な議論の結果をもとに、

毎週開催される常務会及びグループ経営会議において決定を行っております。また、取締役会の機能を経営意思

決定と業務執行監督とに明確化し、経営意思決定と業務執行の迅速化を目的として、執行役員制を導入しており

ます。また、当社は、コンプライアンスの徹底策として、「持田製薬グループ行動憲章」を制定し、社外有識者を

含めた倫理委員会を定期的に開催するとともに、当社グループの従業員を対象に倫理研修を定期的に実施して

おり、今後も継続してコンプライアンスの徹底に努めて参ります。更に、ＣＳＲ（企業の社会的責任）につきま

しては、各所轄部門において鋭意取り組み中でありますが、当社グループ全体の推進母体としてＣＳＲ推進連絡

会議を設置しており、近年の社会的要請に更に応えて参ります。

 

Ⅲ．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み（当社株式の大規模買付行為に関する対応方針）

１． 本対応方針の目的

　現状において、当社は主要な株主とは良好な関係にあると共に、当社のＰＢＲ、安定株主比率等の指標は比較

的高水準であるものの、これらの状況・指標は流動的であると共に、現在の法制度の下においては、当社の企業

価値及び株主共同の利益を著しく損なう大規模買付行為がなされる可能性が否定できない状況にあると認識

しております。本対応方針はこのような認識を踏まえ、上記Ⅰに記載の基本方針に照らして不適切な者によっ

て当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みとして決定したものです。当社

取締役会は、特定株主グループ（注１）の議決権割合（注２）を20％以上とすることを目的とする当社株券等

（注３）の買付行為、または結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となるような当社株券等の

買付行為（いずれも事前に当社取締役会が同意したものを除くものとし、また市場取引、公開買付け等の具体

的な買付方法の如何を問いません。以下このような買付行為を「大規模買付行為」といい、大規模買付行為を

行う者および行おうとする者を「大規模買付者」といいます）に際し、株主に対し必要かつ十分な情報が提供

されるよう、以下のとおり、大規模買付行為に関するルール（以下、「大規模買付ルール」といいます）を定め

ることといたしました。大規模買付ルールは、株主に対し、大規模買付行為を受け入れるか否かについて適切な

判断をするための必要かつ十分な情報・時間を提供し、大規模買付者との交渉力を確保するものであり、当社

の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上に資するものであると考えます。 

 

２． 大規模買付ルールの内容

 （１）意向表明書の提出

         大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、まず当社宛に、大規模買付ルールに従う旨の

「意向表明書」を提出いただきます。意向表明書には、大規模買付者の名称、住所、設立準拠法、代表者の氏

名、国内連絡先、提案する大規模買付行為の概要及び大規模買付ルールに従う旨の誓約の記載を要します。

 

 （２）大規模買付情報の提出

　当社は、上記（１）の意向表明書受領後10営業日以内に、株主の判断及び当社取締役会の評価検討のために

提出されるべき必要かつ十分な情報（以下、「大規模買付情報」といいます）のリストを大規模買付者に交

付します。提出された情報だけでは大規模買付情報として不十分と考えられる場合には、追加情報の提供を

要請することがあります。なお、大規模買付情報の具体的内容は大規模買付者の属性及び大規模買付行為の

内容によって異なりますが、一般的な項目の一部は、以下のとおりです。また、大規模買付行為の提案があっ

た事実及び大規模買付情報は、当社取締役会が株主の判断に必要であると判断した場合または適用ある法

令、金融商品取引所規則等に従い株主に開示が必要であると判断した場合には、その全部または一部を開示

いたします。
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　　 　　 ① 大規模買付者及びそのグループの詳細（名称、事業内容、経歴又は沿革、資本構成、財務内容、役員の経歴等、過去

の企業買収の経緯及びその結果、当社及び当社グループの事業と同種の事業についての経験等に関する情

報を含みます）         　　                      

       　 ② 大規模買付行為の目的、方法及び内容（買付対価の種類・価額、買付時期、関連する取引の仕組み、買付方法

の適法性、大規模買付行為の実現可能性、買付完了後に当社株券等が上場廃止となる見込みがある場合には

その旨、その理由等を含みます）

        　③ 大規模買付行為に際しての第三者との間における意思連絡の有無及び意思連絡が存する場合にはその内容

       　 ④ 買付対価の算定根拠（算定の前提となる事実・仮定、算定方法、算定に用いた数値情報並びに大規模買付行

為に係る一連の取引により生じることが予想されるシナジーの内容及びその算定根拠を含みます）

       　 ⑤ 買付資金の裏付け（大規模買付者に対する資金の提供者（実質的提供者を含みます）の名称、調達方法、関

連する取引の内容等を含みます）

      　  ⑥ 大規模買付行為完了後に意図する当社及び当社グループの経営者候補、経営方針、事業計画、資本政策、配当

政策その他の計画

       　 ⑦ 大規模買付行為完了後に意図する当社及び当社グループの企業価値を持続的かつ安定的に向上させるため

の施策及び当該施策が当社及び当社グループの企業価値を向上させることの根拠

       　 ⑧ 当社及び当社グループの取引先・顧客・従業員・地域社会その他の利害関係者と当社及び当社グループと

の関係に関し、大規模買付行為完了後に予定する変更の有無及びその内容 

 

（３）当社取締役会による評価検討  

        当社取締役会は、大規模買付行為の評価検討の難易度に応じて、大規模買付者が当社取締役会に対し大規模

買付情報の提供を完了した後、対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社株券等の全ての買付け

の場合には60日間、その他の大規模買付行為の場合には90日間を、当社取締役会による評価、検討、交渉、意見

形成及び代替案立案のための期間（以下、「取締役会評価期間」といいます）として確保する必要があると

考えております。 

　　    取締役会評価期間中、当社取締役会は、適宜必要に応じて外部専門家等の助言を得ながら、大規模買付情報を

十分に評価検討し、当社取締役会としての意見を取りまとめ、株主に開示します。また、必要に応じて、大規模

買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交渉し、当社取締役会として株主へ代替案を提示

することもあります。

      　従って、大規模買付行為は、取締役会評価期間の経過後にのみ開始されるべきものとします。

 

３． 大規模買付行為がなされた場合の対応方針

 （１）大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合 

         大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合には、当社取締役会は、特別委員会（下記４参照）の

勧告を最大限尊重のうえ、当社の企業価値及び株主共同の利益を守ることを目的として、株式又は新株予約

権の発行、株式又は新株予約権の無償割当て等、会社法その他の法令及び当社定款により許容される措置

（以下、「対抗措置」といいます）を発動し、大規模買付行為に対抗することがあります。具体的な対抗措置

については、その時点で相当と認められるものを選択することになります。

 　　　  当社取締役会が具体的な対抗措置として新株予約権の無償割当てを行う場合の概要は、（注４）に記載のと

おりです。

 

 （２）大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合

  大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、仮に大規模買付行為に反対で

あったとしても、意見の表明、代替案の提示、株主への説得等に留め、原則として、大規模買付行為に対する対

抗措置は発動しません。但し、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、大規模買付行為が当社の

企業価値及び株主共同の利益を著しく損なうと判断される場合には、当社取締役会は、特別委員会の勧告を

最大限尊重のうえ、当社の企業価値及び株主共同の利益を守ることを目的として、対抗措置を発動すること

があります。なお、大規模買付行為が当社の企業価値及び株主共同の利益を著しく損なうと判断される場合

の一部は、以下のとおりです。

 

         ① 真に当社の経営に参加する意思なく、高値で当社株式を当社関係者に引き取らせる目的で当社株式の買付け

を行っていると判断される場合

         ② 当社の経営を一時的に支配して、当社の事業上必要な知的財産権（営業秘密を含む）、取引関係等を大規模

買付者、そのグループ会社等に移譲させる目的で当社株式の買付けを行っていると判断される場合

         ③ 当社の資産を大規模買付者、そのグループ会社等の債務の担保、弁済原資等として流用する目的で当社株式

の買付けを行っていると判断される場合
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         ④ 当社の経営を一時的に支配して、一時的な高配当をさせる目的又は一時的高配当による株価の急上昇時に当

社株式の高値売り抜けをする目的で当社株式の買付けを行っていると判断される場合

         ⑤ 強圧的二段階買収（最初の買付けで全株式の買付けを勧誘せず、２回目以降の買付条件を不利に設定し、ま

たは明確にしないで、公開買付け等の買付けを行うことをいいます）等、事実上、当社株主に株式の売却を強

要するおそれがあると判断される場合

         ⑥ 大規模買付者による支配権取得により、当社株主をはじめ、取引先・顧客・従業員・地域社会その他の利害

関係者の利益を含む当社の企業価値の著しい毀損が予想され、又は当社の企業価値の維持及び向上を著しく

妨げるおそれがあると合理的な根拠をもって判断される場合  

 

 ４． 対抗措置の発動の判断の合理性・公正性を担保するための手続（特別委員会への諮問）

 （１）特別委員会の設置

        大規模買付ルールに従って一連の手続が進行されたか否か、および大規模買付ルールが遵守された場合で

も大規模買付行為が当社の企業価値及び株主共同の利益を著しく損なうものであることを理由として対抗措

置を発動するか否かについて、当社取締役会が最終的判断を行うことから、その合理性・公正性を担保するた

め、当社は、業務執行を行う経営陣から独立した社外取締役及び社外監査役により構成される特別委員会を設

置いたしました。特別委員会の期末日時点における委員は、社外取締役　岸　和正１名及び社外監査役小島　章

伸並びに石川　清隆２名であります。

（２）特別委員会への諮問、特別委員会の勧告の尊重 

   　   本対応方針に基づき当社取締役会が対抗措置を発動する場合には、その判断の合理性及び公正性を担保する

ために、当社取締役会は対抗措置の発動に先立ち、特別委員会に対し対抗措置の発動の是非について諮問し、

特別委員会は大規模買付ルールが遵守されているか否か等を十分検討した上で対抗措置の発動の是非につい

て勧告を行うものとします。特別委員会の勧告内容については、その概要を適時適切に株主に開示いたしま

す。

        当社取締役会は、対抗措置を発動するか否かの判断に際し、特別委員会の勧告を最大限尊重するものとしま

す。

 

５． 本対応方針の有効期間、変更及び廃止

       大規模買付ルールを含む本対応方針の有効期間は、平成19年５月18日から平成22年６月開催予定の当社定時

株主総会の終結時までとします。なお、本対応方針の有効期間の満了前であっても、当社株主総会または当社取

締役会において本対応方針を廃止する旨の決議がなされた場合には、本対応方針は廃止されるものとします。

また、当社取締役会は、本対応方針の有効期間中であっても、関係法令の改正、司法判断の動向及び金融商品取

引所その他の公的機関の対応等を踏まえ、当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上の観点から必要と

判断した場合には、株主総会の承認の趣旨の範囲内で本対応方針を変更する場合があります。本対応方針の変

更又は廃止については、速やかに株主にお知らせします。

 

６． 株主及び投資家に与える影響等

（１）本対応方針が株主及び投資家に与える影響等

        本対応方針は、上記１に記載のとおり、株主に対し、大規模買付行為を受け入れるか否かについて適切な判

断をするための必要かつ十分な情報・時間を提供し、大規模買付者との交渉力を確保するものであり、当社の

企業価値及び株主共同の利益の確保・向上に資するものであると考えます。  

        なお、上記３に記載のとおり、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守するか否かにより大規模買付行為に

対する当社の対応が異なりますので、大規模買付者の動向にご注意ください。

（２）対抗措置発動時に株主及び投資家に与える影響

        当社取締役会が具体的な対抗措置を発動することを決定した場合には、適用ある法令、金融商品取引所規則

等に従って、適時適切な開示を行います。対抗措置の発動時には、大規模買付者等以外の株主が法的又は経済

的に格別の損失を被る事態は想定しておりません。

　対抗措置の一つとして新株予約権の無償割当てを行う場合は、大規模買付者等以外の株主は引受けの申込み

を要することなく、その保有する当社株式数に応じて当該新株予約権の割当てを受け、また当社が当該新株予

約権の取得の手続をとることにより、当該新株予約権の行使価額相当の金銭を払い込むことなく、当社による

当該新株予約権の取得の対価として当社株式を受領することになるため、申込み、払込み等の手続は必要とな

りません。但し、名義書換未了の株主の皆様は、別途当社取締役会が決定し公告する割当期日までに、名義書換

を完了していただく必要があります。これらの手続の詳細については、実際にこれらの手続が必要となった際

に、適時適切な開示を行います。なお、特別委員会の勧告を受けて、当社取締役会が新株予約権の無償割当ての

中止又は新株予約権の無償割当て後に当該新株予約権の無償取得（当社が当該新株予約権を無償で取得する

ことにより、株主は当該新株予約権を失います。）を行う場合には、１株当たりの株式の価値の希釈化は生じ

ないため、当該新株予約権の無償割当てを受けるべき株主が確定した後（権利落ち日以降）に当社株式の価

値の希釈化が生じることを前提にして売買等を行った株主又は投資家は、株価の変動により不測の損害を被
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る可能性があります。

 

 Ⅳ．上記Ⅱ及びⅢの取組みが基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的

とするものでないことに関する取締役会の判断およびその理由

 １． 基本方針の実現に資する特別な取組みについて

            上記Ⅱに記載の当社の中期経営計画その他の取組みは、当社の企業価値及び株主共同の利益を確保し、向上

させることを直接目的とするものであり、結果として基本方針の実現に資するものです。

　従って、当該取組みは基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致するものであり、当社の会社役員の地位

の維持を目的とするものではございません。

 

     ２． 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

取組み（本対応方針）について

            当社は、下記の理由により、本対応方針が基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致し、当社の会社役員

の地位の維持を目的とするものでないと考えております。

 

      （１）株主共同の利益の確保・向上の目的をもって決定されていること

         本対応方針は、上記Ⅲ１に記載のとおり、株主に対し、大規模買付行為を受け入れるか否かについて適切な

判断をするための必要かつ十分な情報・時間を提供し、大規模買付者との交渉力を確保するものであり、当

社の株主共同の利益に資するものであると考えます。

 

 （２）合理的な客観的要件の設定

              本対応方針における対抗措置は、上記Ⅲ３に記載のとおり、合理的な客観的要件が充足されない限り発動

されないため、当社取締役会による恣意的な発動を防止する内容となっています。また、これらの客観的要件

は、上記Ⅰの当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針において、当社の財

務及び事業の方針の決定を支配する者として適切でないとされる場合と一致させています。 

 

      （３）株主の意思の尊重・反映

          当社は平成19年６月28日開催の当社定時株主総会において本対応方針を議案として諮り、出席株主の議決

権の過半数の賛同を得ております。また、本対応方針の有効期間の満了前であっても、当社株主総会又は当社

取締役会において、本対応方針を廃止又は変更する旨の決議がなされた場合、本対応方針はその時点で廃止

又は変更されることとされており、本対応方針に対する株主の意思が反映されることとなっております。

 

  （４）独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

          本対応方針における対抗措置の発動の是非に関する実質的な判断は、独立性の高い社外者のみから構成さ

れる特別委員会により行われることとされています。また、その判断の概要については株主に開示いたしま

すので、当社の企業価値及び株主共同の利益に資するよう本対応方針の透明な運用が確保される仕組みと

なっています。

 

（注1）特定株主グループとは、(ⅰ)当社の株券等（金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等をいいま

す）の保有者（同法第27条の23第１項に規定する保有者をいい、同条第３項に基づき保有者に含まれる者

を含みます）及びその共同保有者（同法第27条の23第５項に規定する共同保有者をいい、同条第６項に基

づき共同保有者とみなされる者を含みます）又は、(ⅱ)当社の株券等（同法第27条の２第１項に規定する

株券等をいいます）の買付け等（同法第27条の２第１項に規定する買付け等をいい、取引所金融商品市場

において行われるものを含みます）を行う者及びその特別関係者（同法第27条の２第７項に規定する特

別関係者をいいます）を意味します。
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（注2） 議決権割合とは、（ⅰ）特定株主グループが（注1）の(ⅰ)の場合には、当該保有者の株券等保有割合　

（同法第27条の23第４項に規定する株券等保有割合をいいます。この場合においては、当該保有者の共同

保有者の保有株券等の数（同項に規定する保有株券等の数をいいます）も加算するものとします）また

は、（ⅱ）特定株主グループが（注1）の(ⅱ)の場合には、当該買付者及び当該特別関係者の株券等保有

割合（同法第27条の２第８項に規定する株券等所有割合をいいます）の合計をいいます。なお、各株券等

保有割合の算出に当たっては、総議決権（同法第27条の２第８項に規定するものをいいます）及び発行

済株式の総数（同法第27条の23第４項に規定するものをいいます）は、有価証券報告書、半期報告書及び

自己株券買付状況報告書のうち直近に提出されたものを参照することができるものとします。

 

（注3） 株券等とは、金融商品取引法第27条の２第１項又は同法第27条の23第１項に規定する株券等を意味しま

す。

 

（注4)  新株予約権の無償割当てを行う場合の概要

　   　１．割当対象株主及び割当方法

　　　　　    当社取締役会にて定める割当期日における最終の株主名簿又は実質株主名簿に記載または記録された株主

に対し、その所有する当社普通株式（但し、当社の所有する当社普通株式を除く）１株につき１個の割

合で新たに払込みをさせないで新株予約権を割当てる。
 
       ２．新株予約権の目的となる株式の種類及び数

              新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的となる株式の

数は１株とする。但し、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、所要の調整を行うものとし、調整の

結果生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わない。
 
       ３．割当てる新株予約権の総数

              当社取締役会が定める割当期日における最終の発行済株式総数（当社の所有する当社普通株式を除

く）を上限とする。当社取締役会は、複数回にわたり新株予約権の無償割当てを行うことがある。
 
       ４．新株予約権の行使に際して出資される財産及びその価額

              新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は当社普通株式１株当たり金１円以

上で当社取締役会が定める額とする。
 
       ５．新株予約権の譲渡制限

              新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要するものとする。 
 
       ６．新株予約権の行使条件

              大規模買付者を含む特定株主グループや当該特定株主グループから新株予約権を当社取締役会の承

認を得ずに譲受けもしくは承継した者でないこと等を行使の条件として定める（詳細については、当社

取締役会において別途定める）。
 
       ７．当社による新株予約権の取得

        （１）当社は、当社取締役会が定める日が到来することをもって、新株予約権の行使が認められない者以外

の者が所有する新株予約権を取得し、これと引換えに、新株予約権１個につき、当社取締役会が別途定

める株式数の当社普通株式を交付することができる。

        （２）当社は、新株予約権の行使期間開始日の前日までの間いつでも、当社が新株予約権を取得することが

適切であると当社取締役会が認める場合には、当社取締役会が定める日が到来することをもって、全

ての新株予約権を無償で取得することができる。
 
       ８． 新株予約権の行使期間等

              新株予約権の無償割当ての効力発生日、行使期間その他必要な事項については、当社取締役会におい

て別途定めるものとする。

 

　なお、平成21年１月５日の株券電子化により実質株主名簿および名義書換に関する記載は無効となっております。
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４【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の概況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

（１）医療制度改革に関するリスク

 今後の医療制度改革による受診者負担増、後発品使用の促進及び薬価基準の引き下げ等、医療費適正化策推進

の動向によっては、経営成績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性があります。

（２）副作用に関するリスク

 当社グループは医薬品の品質につきまして、厚生労働省の厳しい基準のもと、臨床試験の信頼性の保証や製品

の品質保証等万全を期しておりますが、予期せぬ副作用の発生による製品の回収、製造販売の中止、薬害訴訟の

提起等が発生する可能性があります。こうした場合、経営成績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性があり

ます。

（３）製品売上構成上のリスク

 当社グループの中核事業である医薬品の売上高のうち、主要製品「エパデール」の売上高が50％以上を占め

ております。このため、後発品の伸長や予期せぬ副作用、製品瑕疵等が発生し販売中止や製品回収に至った場合、

経営成績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性があります。

（４）研究開発に関するリスク

 当社グループは、日々研究開発に全力を注いでおりますが、その過程で当初期待した有効性が証明できなかっ

たり、予見できない重篤な副作用が発現した等の理由により、開発を断念する可能性があります。また、研究開発

が進展し、承認取得した後においても、予測できない市場環境の変化等により、当初予想していた収益を下回る

可能性があります。

（５）製造仕入れに関するリスク

 当社グループの工場において製造上の瑕疵による品質問題等が発生し、製品回収等に至った場合や、特定の取

引先に供給を依存している商品および原材料等について、何らかの要因によりその供給が遅延または停止した

場合、経営成績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性があります。

（６）販売に関するリスク

 当社グループの販売先は、特定の卸に集中しており、これらの卸に貸し倒れが発生した場合、経営成績及び財

政状態に重要な影響を及ぼす可能性があります。

（７）業務提携に関するリスク

 当社グループは各事業部門において、合弁事業や製品の導入等、他社との業務提携を行っております。しかし、

今後何らかの事情により、これらの提携が解消される可能性があります。

（８）情報管理に関するリスク

 個人情報の漏洩等により、不測の損失を被るリスクが存在しますが、会社の保有する情報の保護のための安全

管理措置（組織的・人的・物理的・技術的措置）を講じ、情報セキュリティ面の充実を図っております。

 

 なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものであります。また、上

記以外にもさまざまなリスクがあり、ここに記載されたものが当社グループの全てのリスクではありません。
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５【経営上の重要な契約等】

（１）外国企業との主要契約

１．2003年、デンマーク、ノボ　ノルディスク社及び日本、ノボ　ノルディスク ファーマ㈱との間に、血液凝固阻止

剤「ノボ・ヘパリン」及びヘパリン拮抗剤「ノボ・硫酸プロタミン」の輸入及び製造、販売に関する契約を締

結いたしました。

２．2006年、ドイツ、バイエル・シエーリング・ファーマ社との間に、子宮内膜症治療剤「ディナゲスト」の原末

の輸入及び製造、販売に関する契約を締結いたしました。 

（２）国内企業との主要契約

１．1981年、日本水産㈱との間に、高脂血症・閉塞性動脈硬化症治療剤「エパデール」の原末仕入及び製造、販売

に関する契約を締結いたしました。

２．1997年、日本ケミカルリサーチ㈱との間に、膵炎・ショック治療剤「ミラクリッド」及び血栓溶解剤「ウロ

ナーゼ」の原体購入等に関する契約を締結いたしました。

３．1984年、味の素㈱との間に、抗ウイルス剤「アラセナ－Ａ」の原末仕入及び製造、販売に関する契約を締結い

たしました。

４．1997年、味の素㈱との間に、持続性Ca拮抗降圧剤「アテレック」の仕入及び販売に関する契約を締結いたし

ました。

５．2002年、アベンティス ファーマ㈱（現　サノフィ・アベンティス㈱）との間に、GnRH誘導体製剤「スプレ

キュア」の仕入及び販売に関する契約を締結いたしました。

 

６【研究開発活動】

当社グループは、社是「先見的独創と研究」を実践し、独創的な新薬の創製を目指す一方、国内外企業との研究開

発提携を積極的に推進し、医家向医薬品を中心に、研究開発活動を展開しております。

当連結会計年度の研究開発費は87億６千万円であります。

当連結会計年度の事業の種類別セグメントの研究開発活動は次のとおりであります。

医薬品関連事業では、創薬研究所は独創的グローバル新薬の創製を目指して、糖尿病・肥満、慢性疼痛の２分野に

テーマを集中して活動いたしました。国内外の機関との共同研究等により研究活動の効率化を図り、敗血症治療薬

（抗体医薬）の導出活動にも積極的に取り組んでおります。

臨床開発面では、抗うつ剤「MLD-55」の臨床第Ⅲ相試験を実施中であります。「ベセルナクリーム」の日光角化

症を対象とした臨床第Ⅱ相試験、ヒト間葉系幹細胞を利用した細胞性医薬品「JR-031」の移植片対宿主病（GVHD）

を対象とした臨床第Ⅰ/Ⅱ相試験についても引き続き実施中であります。また、肺動脈性肺高血圧症治療剤「MD-

0701」は臨床第Ⅱ/Ⅲ相試験を開始いたしました。潰瘍性大腸炎治療剤「MD-0901」は臨床試験準備中であります。

これらの医薬品関連事業の当連結会計年度の研究開発費は86億５千６百万円であります。

　ヘルスケア事業の研究開発費は１億４百万円であります。

　（注）上記金額中に、消費税等は含まれておりません。

 

７【財政状態及び経営成績の分析】

（１）重要な会計方針及び見積り

  当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成し

ております。この連結財務諸表を作成する責任は経営者にあり、財務諸表に重要な影響を及ぼす事項で、会計上

の見積りの基礎となる仮定の適切性については会計監査人に確認をしております。

（２）当連結会計年度の経営成績の分析

　当連結会計年度は、薬価の引き下げや前連結会計年度に含まれていた医療機器事業がなくなった影響がありま

したが、売上は医薬品関連事業が順調に進捗し増収となりました。また、営業費用は売上原価率が低減したこと

に加え、販売費及び一般管理費の中の研究開発費が増加しましたが全体としては減少したことなどにより、営業

利益は129億８千２百万円と前期比9.8％、経常利益は135億６千１百万円と前期比2.5％、当期純利益は87億５千

４百万円と前期比4.4％とそれぞれ増益になりました。

なお、経営成績の詳細については、１［業績等の概要］（１）に記載のとおりであります。

（３）経営成績に重要な影響を与える要因について

国内における急速な高齢化が進行するなか、今後も医療費抑制策をはじめとする医療制度改革の推進が予想

され、その動向によっては当社グループの経営成績に重要な影響を与える可能性があります。また、新薬開発の

成否、予期せぬ副作用の発生、製品回収等により経営成績に大きな影響を与える要因となる可能性があります。

これら要因の詳細については、４［事業等のリスク］に記載のとおりであります。
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（４）経営戦略の現状と見通し

引き続き厳しい経営環境が予想されますが、当社グループ全体で業務の効率化と生産性の向上に取り組むと

ともに、各事業がそれぞれの領域で存在感と競争力を発揮してまいります。

医薬品関連事業では、競争の激しい降圧剤市場において、販売力を発揮して成長を続けている持続性Ca拮抗降

圧剤「アテレック」のさらなる売上拡大を目指します。高脂血症・閉塞性動脈硬化症治療剤「エパデール」は

JELIS（世界初の高純度EPA製剤の大規模臨床試験）の解析結果を最大限に活用し循環器領域での地位向上を目

指します。医療現場に新たな治療オプションを提供し、QOLに貢献する製品として評価を受けている子宮内膜症

治療剤「ディナゲスト」および尖圭コンジローマ治療薬「ベセルナクリーム」などにより産婦人科、皮膚科領

域をさらに強化します。またEPA製剤のリーディングカンパニーとして「エパデール」のスイッチOTC薬の早期

の承認取得を目指した取組みに着手し、後発品事業についてもさらに拡充を目指してまいります。

ヘルスケア事業では、引き続き皮膚科医との連携を強め、皮膚科学に基づいた、低刺激性かつ機能性の高いス

キンケア製品を提供してまいります。また、「コラージュフルフルシリーズ」および「コラージュホワイトニン

グシリーズ」の販売拡大とブランド確立を進め、さらなる市場開拓を図ります。

以上により、次期の業績につきましては、当社グループ全体の売上高は780億円（対前期比3.7％増収）を見込

んでおります。また、利益面につきましては営業利益121億円（対前期比6.8％減益）、経常利益126億円（対前期

比7.1％減益）、当期純利益79億円（対前期比9.8％減益）をそれぞれ見込んでおります。

なお、次期の見通しにつきましては当連結会計年度末現在において判断しております。

 

（５）資本の財源及び資金の流動性についての分析

資産の部では、前期末と比べ11億８千４百万円減少し、1,023億４千４百万円となりました。流動資産では、法

人税等の納付、配当金の支払いおよび自己株式の取得などによる手許流動性資金の有価証券、短期貸付金（現先

取引）の減少などにより前期末比で11億６千９百万円減少し、681億１千８百万円となりました。固定資産では、

主に有形固定資産および無形固定資産が設備投資などにより増加しましたが、投資その他の資産が投資有価証

券の時価下落などにより減少し、前期末比１千５百万円減少し、342億２千５百万円となりました。

負債の部では、前期末と比べ12億２千３百万円減少し、281億９千２百万円となりました。流動負債では、支払

手形および買掛金の買掛債務の増加により、前期末比９億８千３百万円増加し、214億３千９百万円となりまし

た。固定負債では、長期借入金の返済、長期未払金の支払いおよび退職金の支払いなどにより前期末比22億７百

万円減少し、67億５千２百万円となりました。

純資産の部では、自己株式の取得および投資有価証券の時価下落によるその他有価証券評価差額金の減少が

ありましたが、当期純利益などの内部留保により、前期末比３千８百万円増加し、741億５千１百万円となりまし

た。

この結果、自己資本比率は72.5％と前期比0.9ポイント増加しました。

 

キャッシュ・フローにつきましては、当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ６

千５百万円減少し、203億７千７百万円となりました。

なお、詳細につきましては１.［業績等の概要］（２）に記載のとおりであります。

次期の見通しですが、資産、負債及び純資産は不確定要素が多いため、キャッシュ・フローについての概略見通

しを記載いたします。

営業活動によるキャッシュ・フローは、主に研究開発投資の増加を見込んでおり、税金等調整前当期純利益の

減少が予想され、全体としては当期より減少する見込みであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に医薬品の生産設備投資などにより有形・無形固定資産の増加を見

込んでおり、結果としては当期より減少する見込みであります。

財務活動によるキャッシュ・フローは、主に借入金の返済、配当金の支払いおよび自己株式の取得等による減

少を見込んでおります。

なお、次期の見通しにつきましては当連結会計年度末現在において判断しております。

 

（６）経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループは、業界の急激な環境変化に対応した筋肉質の経営を強化するため、引き続き利益重視と将来へ

の投資の継続の基本方針のもと、本社機能の充実や効率的な組織運営などの構造改革の推進に取り組み、部門間

連携の強化によってさらなる生産性の向上を目指します。人的資源を含む限られたリソースを最大限活用する

と同時に、社外資源とも積極的な連携を図ります。

 

①ビジネスユニットの自立と連携を目指した改革

医薬事業、創薬研究、医薬製造、ヘルスケアなどのビジネスユニットについては、それぞれの事業固有の環境を

勘案し、活動効率を高められるように独立採算に加え部門間連携も重視して運営します。また、本社部門も一つ

のユニットとして、本社機能の充実に取り組み、企業価値の向上、効率的な組織運営の向上を図ります。
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②生産性向上を目指した改革

 グループ経営体制の整備にあわせ、人的資源の育成と活性化の観点から人材配置、人員計画、活用方法を見直

します。社員一人一人の意識改革を推進し、そのパフォーマンス向上のために、能力開発への支援を継続します。

さらに部門間の協力連携を重視し、業務改革を推進することにより生産性の10％アップを目指します。

中核事業である医薬事業においては循環器、産婦人科、皮膚科、救急の重点４領域にリソースを集中し、ライフサ

イクルマネジメントやパートナーシップを重視した戦略的なアライアンスをより強く推進するとともに、難治

性疾患の治療薬や細胞性医薬品など新しい医療領域にも挑戦します。また、後発品事業にも取り組みます。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社グループの当連結会計年度の設備投資は、医薬品の生産設備及び研究設備の合理化、省力化を図るために行いま

した。これらによる設備投資の額は32億７千２百万円であります。

　医薬品関連事業については、医薬品生産設備の合理化、省力化と創薬研究所の医薬品研究設備の拡充を中心に30億５

千８百万円、ヘルスケア事業においては、生産設備を中心に２億１千３百万円それぞれ実施いたしました。これらの所

要資金はすべて自己資金で賄っております。

 

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

（1）提出会社

 平成21年３月31日現在

事業所名
（所在地）

事業部門の名称 設備の内容
帳簿価額（単位　百万円）

従業員数
（人）

建物及び構
築物

機械装置及
び運搬具

土地
(面積㎡)

その他
（注５）

合計

藤枝事業所

（静岡県藤枝市）

医薬品関連

全社（共通）
研究設備他 541 89

151

(47,749)
103 885

40

(10)

御殿場事業所

（静岡県御殿場市）

医薬品関連

全社（共通）
研究設備他 797 8

865

(35,122)
414 2,085

145

(8)

本社

（東京都新宿区）

医薬品関連

全社（共通）
統括業務施設他 342 －

1,451

(1,047)
283 2,077

373

(15)

東京支店他10支店

（全国）（注３）
医薬品関連 販売設備 260 －

97

(1,818)
59 417

846

(11)

その他 全社（共通） 寮・社宅設備他 97 0
1,567

(64,274)
2 1,667

－

　　(－)

　（注）１．上記金額中に、消費税等は含まれておりません。

２．このほか電子計算機その他事務用機器等をリース契約により賃借しており、これらのリース料のうち主要な

ものの年額は46百万円であり、リース期間は主として３年であります。

３．支店には、当該支店が統括する事業所等の設備及び従業員が含まれております。なお、支店及び営業所の一部

で建物の賃借をしており、年間賃料は544百万円であります。

４．本表中には、建設仮勘定は含まれておりません。

５．その他は工具、器具及び備品とリース資産であります。

６．従業員数の（　）は、臨時雇用者数を外数で記載しております。

 

（2）国内子会社

 平成21年３月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

事業部門
の名称

設備の内容

帳簿価額（単位　百万円）
従業員数
（人）

建物及び構
築物

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積㎡)

その他
（注３）

合計

持田製薬工場㈱

本社工場

(栃木県大田原市)
医薬品関連 生産設備 5,434 3,082

1,561

(128,960)
587 10,665

190

(179)

静岡工場

(静岡県藤枝市)
医薬品関連 生産設備 18 23 － 28 70

26

(15)

その他 医薬品関連
寮・社宅設

備他
24 －

101

(5,247)
0 126

2

(－)

持田ヘルスケア㈱
埼玉工場

(埼玉県鴻巣市)
ヘルスケア 生産設備 165 170

227

(7,426)
14 577

6

(1)

　（注）１．上記金額中に、消費税等は含まれておりません。

２．本表中には、建設仮勘定は含まれておりません。

３．その他は工具、器具及び備品とリース資産であります。

４．従業員数の（　）は、臨時雇用者数を外数で記載しております。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

当社グループの当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、拡充、改修、除却及び売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成21年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年６月26日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 125,800,000 125,800,000東京証券取引所市場第一部
単元株式数

1,000株 

計 125,800,000 125,800,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（千株）

発行済株式総数
残高（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

平成17年３月28日 △5,375 137,223 － 7,229 － 1,871

 平成19年３月20日 △6,000 131,223 － 7,229 － 1,871

平成20年３月19日 △5,423 125,800 － 7,229 － 1,871

　（注）　発行済株式総数増減数の減少は、自己株式の消却によるものであります。

 

（５）【所有者別状況】

 平成21年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 単元未満
株式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他
の法人

外国法人等
個人その他 計

　個人以外 　個人

株主数（人） － 32 30 203 160 2 7,929 8,356 －

所有株式数

（単元）
－ 24,672  658 27,776 7,133 2 62,712122,9532,847,000

所有株式数の

割合（％）
－ 20.07 0.54 22.59 5.80 0.00 51.00100.00 －

　（注）１．自己株式11,584,393株は「個人その他」の欄に11,584単元、「単元未満株式の状況」の欄に393株含めて記載

しております。

なお、自己株式11,584,393株は株主名簿記載上の株式数であり、平成21年３月31日現在の実保有株式数は

11,583,393株であります。

２．「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の中には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が、それぞ

れ４単元及び960株含まれております。
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（６）【大株主の状況】

 平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％）

財団法人持田記念医学薬学振興財団 東京都新宿区本塩町７－６ 12,721 10.11

持田　和枝 東京都杉並区 6,200 4.93

渡辺　進 東京都新宿区 5,642 4.49

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 5,566 4.42

みずほ信託銀行株式会社　退職給付信

託　みずほ銀行口　再信託受託者　資産

管理サービス信託銀行株式会社　

東京都中央区晴海１－８－12　晴海ア

イランドトリトンスクエアオフィスタ

ワーＺ棟

5,380 4.28

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口４Ｇ）
東京都中央区晴海１－８－11 4,254 3.38

財団法人高松宮妃癌研究基金 東京都港区高輪１－14－15－102 3,909 3.11

持田　英 東京都世田谷区 3,894 3.10

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１－８－11 3,131 2.49

日本水産株式会社 東京都千代田区大手町２－６－２ 3,000 2.38

計 － 53,698 42.69

（注）１．上記のほか、当社所有の自己株式が11,583千株（実質的に所有していない株式１千株は除く）あります。

２．みずほ信託銀行株式会社　退職給付信託　みずほ銀行口　再信託受託者　資産管理サービス信託銀行株式会社の

所有株式数は全て株式会社みずほ銀行が退職給付信託の信託財産に拠出したものであり、同社がその議決権行

使の指図権を留保しております。

３．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数は、全て信託業務に係る株式であります。 

　　  ４．株式会社みずほ銀行から平成20年12月22日付で提出された大量保有報告書の写しの送付があり、平成20年12月

　　15日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度末時

点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況では含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）

株券等保有割合

（％）

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 5,381 4.28

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１－２－１ 920 0.73

計 － 6,301 5.01

５．株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから平成21年２月２日付で提出された大量保有報告書に係る

変

    更報告書の写しの送付があり、平成21年１月26日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を

受けておりますが、当社として当事業年度末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株

主の状況では含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）

株券等保有割合

（％）

　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  東京都千代田区丸の内２－７－１ 5,566 4.42

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  東京都千代田区丸の内１－４－５ 1,144 0.91

　三菱ＵＦＪ投信株式会社  東京都千代田区丸の内１－４－５ 198 0.16

計 － 6,908 5.49
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）（注１） 普通株式　　11,583,000 － －

完全議決権株式（その他）　　（注２） 普通株式　 111,370,000 111,370 －

単元未満株式 普通株式　　 2,847,000 －
１単元（1,000株）未

満の株式

発行済株式総数 125,800,000 － －

総株主の議決権  － 111,370 －

　（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」の11,583,000株は、全て当社所有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が4,000株（議決権の数４

個）及び株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権の数

１個）含まれております。

②【自己株式等】

 平成21年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数
の合計(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数の
割合（％）

持田製薬株式会社
東京都新宿区四谷

一丁目７番地
11,583,000  － 11,583,000 9.21

計 － 11,583,000  － 11,583,000 9.21

　（注）　上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権の数１

個）あります。

なお、当該株式は、「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含めております。

 

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得及び会社法第155条第７号に該当する普通株式の取

得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成20年６月27日）での決議状況

（取得期間　平成20年６月30日～平成 20年７月31日）
1,000,000 1,200,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 996,000 1,198,912,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 4,000 1,088,000

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 0.40 0.09

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） 0.40 0.09

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成20年11月４日）での決議状況

（取得期間　平成20年11月５日～平成20年12月19日）
1,500,000 1,600,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 1,467,000 1,599,976,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 33,000 24,000

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 2.20 0.00

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） 2.20 0.00

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成21年２月２日）での決議状況

（取得期間　平成21年２月３日～平成21年３月２日）
1,000,000 1,200,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 1,000,000 1,099,942,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 － 100,058,000

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） － 8.34

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） － 8.34
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（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 196,110 222,791,239

当期間における取得自己株式 9,932 9,317,898

（注）当期間における取得自己株式数には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 11,583,393 － 11,593,325 －

（注）当期間における保有自己株式数には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社グループは、継続して企業価値の向上に努め、業績を発展させることにより、株主各位に適切な利益還元を行

うことが、重要な経営課題であると捉えております。今後の成長戦略及び収益状況等を総合的に判断して、内部留保

の充実と利益還元のバランスを勘案しつつ、配当方針を決定してまいります。

　内部留保につきましては、研究開発、設備投資、企業提携等に有効に活用してまいります。

　自己の株式の取得につきましては、経営環境の変化に機動的に対応するため、取締役会決議で実施できる体制を

とっており、積極的に実施いたします。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　以上の方針に基づき、当期の配当金につきましては、業績が順調に推移していることから、前期と比較して２円増

配し、１株につき22円の普通配当とし、当期は既に中間配当金１株当たり10円を支払済みでありますので、期末配当

金はこれを差し引いた１株当たり12円と決定いたしました。

　次期の配当金につきましては、収益状況等を総合的に判断して決定してまいります。

　当社は「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めて

おります。

　　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

1株当たり配当額
（円）

平成20年11月４日

取締役会決議
1,167 10.00

平成21年６月26日

定時株主総会決議
1,370 12.00

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第67期 第68期 第69期 第70期 第71期
決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高（円） 770 1,220 1,182 1,271 1,339

最低（円） 602 652 897 877 802

　（注）　最高・最低株価は、いずれも東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年10月平成20年11月平成20年12月平成21年１月 平成21年２月 平成21年３月

最高（円） 1,133 1,150 1,158 1,111 1,166 1,080

最低（円） 802 933 1,014 945 1,028 956

　（注）　最高・最低株価は、いずれも東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役　名  職　名 氏　名 生年月日 略　　　　　　歴 任期 
所有株式数
（千株）

取締役社長

(代表取締役)

 

持田　直幸 昭和33年８月６日生

昭和56年４月　当社入社

昭和61年５月　米国インディアナ大学経営大学院

修了

昭和63年４月　味の素㈱入社

平成３年４月　当社入社

平成８年４月　開発企画部長

平成９年４月　財務部長

平成９年６月　取締役就任

平成10年１月　専務取締役就任

経営企画室長

平成11年１月　代表取締役社長就任（現）

(注)3 2,451

専務取締役兼

専務執行役員

(代表取締役)

企画管理、監

査、信頼性保

証、持田ヘル

スケア、持田

インターナ

ショナル、テ

クノネット担

当

青木　　誠 昭和23年３月11日生

昭和45年４月　㈱三菱銀行入行

平成10年６月　㈱東京三菱銀行取締役就任

平成11年３月　同行ニューヨーク支店長兼ケイマ

ン支店長

平成12年６月　当社常務取締役就任

平成12年10月　財務、経理、公正取引推進、薬事監

査、子会社担当

平成13年10月　取締役兼常務執行役員就任

平成14年６月　代表取締役専務取締役兼専務執行

役員就任（現）

平成18年４月　企画管理、監査、信頼性保証、持田ヘ

ルスケア、持田インターナショナ

ル、テクノネット担当（現）

(注)3 26

取締役兼

常務執行役員

研究、医薬開

発担当 
磯村　八州男 昭和25年６月５日生

昭和51年４月　山之内製薬㈱入社

平成12年２月　ノバルティスファーマ㈱入社

　　　　　　　同社研究本部長

平成13年４月　同社取締役就任

平成16年３月　当社顧問

平成16年６月　常務執行役員就任　　　　　　創薬研究

統括

平成17年１月　研究担当兼研究本部長兼創薬

研究所長

平成17年６月　取締役兼常務執行役員就任（現）

平成21年４月  研究担当兼研究本部長兼研究企画

推進部長

平成21年６月　研究、医薬開発担当（現)

(注)3 6

取締役兼

常務執行役員
医薬営業担当 佐々木　薫 昭和23年７月24日生

昭和46年４月　当社入社

平成13年４月　医薬事業本部西日本統括部長兼大

阪支店長

平成14年４月　医薬事業本部西日本統括部長

平成14年６月　取締役兼執行役員就任

 　　　　　　 医薬営業本部長

平成18年４月　取締役兼常務執行役員就任（現）

平成20年４月　医薬営業担当兼医薬営業本部長

平成21年６月  医薬営業担当（現）

(注)3 13
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役　名  職　名 氏　名 生年月日 略　　　　　　歴 任期 
所有株式数
（千株）

取締役兼

常務執行役員

 

事業開発、持

田製薬工場

担当兼事業

開発本部長

河野　洋一 昭和31年５月18日生

昭和54年４月　当社入社

平成９年４月　開発企画部長

平成11年４月　研開本部長兼臨床開発部長兼

　　　　　　　研開企画推進部長

平成13年10月　執行役員就任

平成14年６月　取締役兼執行役員就任

平成16年６月　研開本部長兼研開、薬制、御殿場事

業所、創薬研究所担当

平成18年４月　医薬開発、市販後調査、事業開発担

当

平成19年４月　医薬開発、事業開発担当

平成19年６月  取締役兼常務執行役員就任（現）

平成21年６月　事業開発、持田製薬工場担当兼

　　　　　　　事業開発本部長（現） 

(注)3 10

取締役兼

常務執行役

員 

企画管理本

部長兼法務

部長、持田

シーメンス

メディカル

システム担

当

中村　民夫 昭和23年９月４日生

昭和46年４月　当社入社

平成10年４月　人事部長

平成14年６月　執行役員就任　　　　　　　　　総務・人事

部長

平成18年４月  企画管理本部長兼総務・人事部長

平成18年６月　企画管理本部長兼法務部長（現）

平成19年６月　取締役兼執行役員就任

平成21年６月　取締役兼常務執行役員就任（現）　

　　　　　　　持田シーメンスメディカルシステム担当

（現） 

(注)3 4

取締役兼

執行役員 

医薬開発本部

長
平田　　彰 昭和29年１月６日生 

昭和58年３月　吉冨製薬㈱入社

平成９年11月　参天製薬㈱入社

平成15年４月　当社入社

　　　　　　　研開企画管理部専門部長

平成15年10月　医薬開発部長

平成18年４月　執行役員就任

 　　　　　　 医薬開発本部長（現）

平成21年６月  取締役兼執行役員就任（現） 

(注)3 －

取締役兼

執行役員

総務・人事

部長
岡部　宣彦 昭和32年12月８日生

昭和55年４月　当社入社

平成18年６月　総務・人事部長（現）

平成20年６月　執行役員就任

平成21年６月　取締役兼執行役員就任（現）

(注)3 1

取締役

 

岸　　和正 昭和26年11月17日生

昭和59年４月　弁護士登録

東京富士法律事務所入所

平成２年４月　同法律事務所パートナー（現）

平成18年６月　当社取締役就任（現）

平成18年12月  ㈱ＡＣＫグループ社外監査役就

任（現）

(注)3 1

 

EDINET提出書類

持田製薬株式会社(E00947)

有価証券報告書

26/87



役　名  職　名 氏　名 生年月日 略　　　　　　歴 任期 
所有株式数
（千株）

常勤監査役

 

 小川　　洋 昭和22年12月３日生

昭和46年４月　当社入社

平成５年４月　法務部長

平成14年６月　執行役員就任

平成16年10月　法務部長兼広報室長

平成18年６月　常勤監査役就任（現）

(注)7 11

常勤監査役

 

稲垣　　隆 昭和23年12月４日生

昭和46年４月　当社入社

平成12年７月　経理部長

平成14年６月　執行役員就任

平成21年６月　常勤監査役就任（現） 

(注)4 5

監査役

 

石川　清隆 昭和28年１月10日生

昭和59年４月　弁護士登録

平成６年１月　当社顧問

平成16年６月　監査役就任（現）

平成18年２月　森田総合法律事務所パートナー

　　　　　　　（現）

(注)5 6

監査役

 

 稲田　　寛 昭和10年８月30日生

昭和40年４月　弁護士登録 

 平成17年４月　大東文化大学大学院法務研究科

　　　　　　　 非常勤講師（現）

平成19年６月　当社監査役就任（現）

 (注)6 4

監査役

 

渡辺　　宏 昭和16年１月14日生

昭和39年４月　㈱東京銀行入行

平成４年６月　同行取締役

平成７年６月　同行常務取締役

平成８年４月　㈱東京三菱銀行常務取締役

平成12年６月　同行専務取締役　　　　　　　　

平成13年４月　㈱三菱東京フィナンシャル・グル　

　　

　　　　　　　ープ専務取締役

平成15年６月　旭硝子㈱常勤監査役

平成21年６月　当社監査役就任（現） 

(注)4 -

    計  2,538

　（注）１．取締役岸和正は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

 　　　 ２．監査役石川清隆、稲田寛及び渡辺宏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。     

        ３．平成21年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

 　　　 ４．平成21年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

 　　　 ５．平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

        ６．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

　　　　７．平成18年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

８．当社では、取締役会の機能を経営意思決定と業務執行監督とに明確化し、業務執行の役割を取締役会から分

離し、経営意思決定と業務執行の迅速化を図ることを目指すため、執行役員制を導入しております。

上記取締役兼執行役員以外の執行役員は以下の７名であります。

執行役員　　　　高柳　和久　　経営企画部長 

執行役員　　　　出口　隆嗣　　事業開発本部副本部長

執行役員　　　　舟喜　光一　　医薬開発本部副本部長兼開発企画推進部長

執行役員　　　　匂坂　圭一　　医薬営業本部長

執行役員　　　　中村　　浩　　信頼性保証本部長

執行役員　　　　古迫　正司　　研究本部長兼創薬研究所長兼御殿場事業所長

執行役員　　　　冨田　健之　　医薬営業本部副本部長
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①会社機関の内容及び内部統制システムの整備状況

　当社グループでは、コーポレート・ガバナンスの充実、コンプライアンス経営の徹底をすべての経営活動の機軸

と捉え、これを重要な経営課題の一つとして位置付けております。

　コーポレート・ガバナンスの充実策の一つとして、重要な経営の意思決定に当たっては経営政策会議の充分な

議論の結果をもとに、毎週開催される常務会及びグループ経営会議において決定を行っております。また、取締役

会の機能を経営意思決定と業務執行監督とに明確化し、経営意思決定と業務執行の迅速化を目的として、執行役

員制を導入しております。

　コンプライアンス経営の徹底策としては、「持田製薬グループ行動憲章」を制定し、社外有識者を含めた倫理委

員会を定期的に開催するとともに、全グループ社員を対象とした倫理研修を定期的に実施しており、今後も継続

してコンプライアンス徹底に努めてまいります。

　ＣＳＲ（企業の社会的責任）につきましては、各所轄部門において既に鋭意取り組み中でありますが、グループ

全体の推進母体としてＣＳＲ推進連絡会議を設置し、近年の社会的要請にさらに応えてまいります。

 

②内部監査及び監査役監査の状況

　内部統制面では、監査部を設置し、営業部門、研究部門をはじめ、必要な内部監査を随時実施しております。今後

も必要に応じて、弁護士、会計監査人より適切なアドバイスを受けるなど、さまざまな環境の変化にもすばやく対

応できるよう努めてまいります。監査役会は５名で構成し、各監査役は経営の意思決定と執行の公正性・透明性

を確保するため、年度の監査方針並びに監査計画に従って、取締役会や各部門における重要な会議に出席するほ

か、本社、主要事業所、子会社における業務及び財産の状況調査を行っております。また、会計監査人及び監査部と

も緊密な連係をとりながら、監査の実効をあげてまいります。

 

③財務報告の信頼性確保と開示体制 

　財務諸表等の作成につきましては、その業務分担と所管部門が明確化されており、各部門において適切な業務体

制が構築されております。財務報告に係る情報が適切に報告されることを合理的に保証する仕組みについては、

「財務報告に係る内部統制構築の基本的計画及び方針」を定め、各部門は、財務報告に係る情報についての自己

点検を行なっております。監査部は、これらの活動をモニタリングし、内部統制の適正性・有効性を確認した上

で、社長に結果報告を行なっております。決算関連の開示情報の収集体制についても、開示情報の種類毎に報告部

門を定め、当該各部門より開示情報を漏れなく収集されるようチェック体制の整備を行っております。

 

④社外取締役及び社外監査役と提出会社との関係

　取締役９名のうち１名は社外取締役であり、また監査役５名のうち３名は社外監査役であります。社外取締役及

び社外監査役と当社との間には、取引関係その他の利害関係はありません。

 

⑤会計監査の状況

当社の会計監査業務は監査法人トーマツが行っております。

当期の業務を執行した公認会計士の氏名及び補助者の構成は以下のとおりであります。

・業務を執行した公認会計士の氏名

　津田　英嗣（継続監査年数：２年）

　佐野　明宏（継続監査年数：２年）

・会計監査業務に係る補助者の構成

　公認会計士４名、その他９名

 

⑥役員報酬の内容

区    分 支給人員 支給額

 取 締 役

10名

　　　　

　　

297百万円

 監 査 役 5名  49百万円

 合    計  15名  346百万円

(注）１．取締役の支給額には、使用人兼務役員の使用人分給与は含まれておりません。

　　 ２．取締役の報酬額は、平成19年６月28日開催の定時株主総会において年額410百万円以内（ただし、使用人分給

         与は含まない。）と決議しております。

 　　３．監査役の報酬額は、平成19年６月28日開催の定時株主総会において年額60百万円以内と決議しております。

　   ４．上記のうち、社外役員４名（社外取締役１名及び社外監査役３名）に対する報酬額は22百万円であります。
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⑦取締役の員数

当社の取締役は15名以内とする旨を定款で定めております。

 

⑧責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任

を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令で定める最低責任限度額

としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役または社外監査役が責任の原因となった

職務の遂行において善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

 

⑨取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨を定

款に定めております。

  

⑩株主総会決議事項を取締役会で決議できるとした事項

イ．自己の株式の取得

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができる旨を

定款に定めております。これは、経済環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とすることを目的と

するものであります。

 

ロ．中間配当

　当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として、中間配当

を行うことができる旨を定款に定めております。これは、株主への機動的な配当を行うことを目的とするもので

あります。

 

⑪株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。これは、株主総会にお

ける特別決議の定足数を緩和することにより株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

 

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
 前連結会計年度   当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬(百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

提出会社 － － 42 3

連結子会社 － － 7 －

計 － －  49 3

 

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は、財務報告に係る内部統制に関する

助言・指導業務であります。　 

 

④【監査報酬の決定方針】

　　該当事項はありません。 

　監査日数、当社グループの規模、事業特性、業務リスク等総合的に勘案して決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第70期（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第71期（平

成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月

31日まで）及び当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）の連結財務諸表並びに第70期（平

成19年４月１日から平成20年３月31日まで）及び第71期（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）の財務諸

表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 17,277 19,286

受取手形及び売掛金 24,055 23,689

有価証券 10,286 8,311

たな卸資産 12,489 －

商品及び製品 － 6,775

仕掛品 － 2,409

原材料及び貯蔵品 － 3,287

繰延税金資産 2,650 2,861

短期貸付金 999 －

その他 1,533 1,502

貸倒引当金 △4 △5

流動資産合計 69,287 68,118

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 8,106 7,696

機械装置及び運搬具（純額） 3,243 3,375

土地 5,105 6,088

建設仮勘定 278 144

その他（純額） 1,201 1,499

有形固定資産合計 ※1
 17,934

※1
 18,805

無形固定資産 454 1,309

投資その他の資産

投資有価証券 ※3
 10,658

※3
 8,025

繰延税金資産 2,437 3,709

その他 2,755 2,376

投資その他の資産合計 15,851 14,111

固定資産合計 34,240 34,225

資産合計 103,528 102,344
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,630 7,689

短期借入金 1,100 1,100

未払法人税等 3,225 3,158

賞与引当金 2,592 2,651

その他の引当金 ※4
 860

※4
 809

その他 6,046 6,030

流動負債合計 20,456 21,439

固定負債

長期借入金 600 －

長期未払金 2,541 1,451

繰延税金負債 84 120

退職給付引当金 5,701 4,785

役員退職慰労引当金 32 41

その他 － 354

固定負債合計 8,959 6,752

負債合計 29,415 28,192

純資産の部

株主資本

資本金 7,229 7,229

資本剰余金 1,871 1,871

利益剰余金 69,658 75,889

自己株式 △6,554 △10,675

株主資本合計 72,205 74,314

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,907 △162

評価・換算差額等合計 1,907 △162

純資産合計 74,113 74,151

負債純資産合計 103,528 102,344
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 74,573 75,181

売上原価 ※1
 28,341

※1
 28,489

売上総利益 46,232 46,691

返品調整引当金繰入額 － 14

返品調整引当金戻入額 20 －

差引売上総利益 46,252 46,677

販売費及び一般管理費 ※2, ※3
 34,427

※2, ※3
 33,694

営業利益 11,824 12,982

営業外収益

受取利息 104 106

受取配当金 180 190

ロイヤリティ収入等 1,241 584

不動産賃貸料 81 81

その他 99 111

営業外収益合計 1,706 1,074

営業外費用

支払利息 40 24

支払手数料 21 33

たな卸資産廃棄損等 88 156

持分法による投資損失 81 236

投資事業組合持分損失 36 －

その他 30 43

営業外費用合計 297 495

経常利益 13,233 13,561

特別利益

貸倒引当金戻入額 47 －

固定資産売却益 ※5
 5

※5
 59

受取補償金 ※7
 －

※7
 230

関係会社株式売却益 288 －

確定拠出年金制度移行差益 299 －

前期損益修正益 ※6
 382

※6
 －

特別利益合計 1,023 290

特別損失

固定資産除売却損 ※4
 42

※4
 119

委託製造設備除却損等 ※8
 61

※8
 －

その他 － 5

特別損失合計 103 124

税金等調整前当期純利益 14,153 13,727

法人税、住民税及び事業税 5,345 5,022

法人税等調整額 491 △49

法人税等合計 5,836 4,973

少数株主損失（△） △71 －

当期純利益 8,387 8,754
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 7,229 7,229

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,229 7,229

資本剰余金

前期末残高 1,871 1,871

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,871 1,871

利益剰余金

前期末残高 68,123 69,658

当期変動額

剰余金の配当 △2,367 △2,523

当期純利益 8,387 8,754

自己株式の消却 △4,485 －

当期変動額合計 1,534 6,231

当期末残高 69,658 75,889

自己株式

前期末残高 △6,407 △6,554

当期変動額

自己株式の取得 △4,632 △4,121

自己株式の消却 4,485 －

当期変動額合計 △146 △4,121

当期末残高 △6,554 △10,675

株主資本合計

前期末残高 70,817 72,205

当期変動額

剰余金の配当 △2,367 △2,523

当期純利益 8,387 8,754

自己株式の取得 △4,632 △4,121

自己株式の消却 － －

当期変動額合計 1,388 2,109

当期末残高 72,205 74,314
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 4,454 1,907

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△2,546 △2,070

当期変動額合計 △2,546 △2,070

当期末残高 1,907 △162

少数株主持分

前期末残高 491 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △491 －

当期変動額合計 △491 －

当期末残高 － －

純資産合計

前期末残高 75,763 74,113

当期変動額

剰余金の配当 △2,367 △2,523

当期純利益 8,387 8,754

自己株式の取得 △4,632 △4,121

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,038 △2,070

当期変動額合計 △1,650 38

当期末残高 74,113 74,151

EDINET提出書類

持田製薬株式会社(E00947)

有価証券報告書

35/87



④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 14,153 13,727

減価償却費 2,810 2,683

固定資産除売却損 42 －

固定資産売却益 △5 －

固定資産除売却損益（△は益） － 60

関係会社株式売却損益（△は益） △288 －

持分法による投資損益（△は益） 81 236

貸倒引当金の増減額（△は減少） △47 0

賞与引当金の増減額（△は減少） 47 59

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,594 △915

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 94 9

受取利息及び受取配当金 △284 △297

支払利息及び支払手数料 61 58

為替差損益（△は益） 1 0

売上債権の増減額（△は増加） △889 365

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,595 17

その他の流動資産の増減額（△は増加） △736 27

仕入債務の増減額（△は減少） △879 1,058

その他の流動負債の増減額（△は減少） △57 △145

その他 54 △1,509

小計 9,967 15,437

利息及び配当金の受取額 282 298

利息及び手数料の支払額 △59 △43

法人税等の支払額 △4,604 △5,083

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,585 10,608

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △6,120 △6,920

定期預金の払戻による収入 4,920 8,420

有価証券の償還による収入 3,200 －

有形及び無形固定資産の取得による支出 △1,588 △3,874

有形固定資産の売却による収入 － 61

投資有価証券の取得による支出 － △1,098

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入 ※2

 82
※2

 －

その他 16 △5

投資活動によるキャッシュ・フロー 511 △3,416

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △600 △600

配当金の支払額 △2,367 △2,518

自己株式の取得による支出 △4,643 △4,134

その他 － △3

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,611 △7,257

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,515 △65

現金及び現金同等物の期首残高 21,959 20,443

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 20,443

※1
 20,377
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】
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前連結会計年度
（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項

当社の子会社は４社で全て連結しております。連結子

会社名は、「第１企業の概況　４関係会社の状況」に記

載のとおりであります。

持田シーメンスメディカルシステム株式会社の株式の

一部を平成19年10月1日に売却したことにより、連結の

範囲から除外しましたので、持分法を適用する関連会

社としております。ただし、連結損益計算書については

当中間連結会計期間末まで連結しております。

１．連結の範囲に関する事項

当社の子会社は４社で全て連結しております。連結子

会社名は、「第１企業の概況　４関係会社の状況」に記

載のとおりであります。 

２．持分法の適用に関する事項

     持分法適用の関連会社の数　１社

　　 持田シーメンスメディカルシステム株式会社 

２．持分法の適用に関する事項

同左

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致し

ております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

同左

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

①　有価証券

満期保有目的の債券

同左

その他有価証券

時価のあるもの

連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

②　たな卸資産

　主として総平均法による原価法

②　たな卸資産

　　　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）

───── (会計方針の変更)

当連結会計年度より、「棚卸資産の評価に関する会

計基準」（企業会計基準委員会　企業会計基準第９

号　平成18年７月５日公表分）が適用されたことに

伴い、主として総平均法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に

より算定しております。これにより、営業利益、経常

利益、税金等調整前当期純利益は、それぞれ113百万

円減少しております。 

 

前連結会計年度
（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）については定額法を採用して

おります。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　15年～50年

機械装置及び運搬具　　　７年

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）については定額法を採用して

おります。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　15年～50年

機械装置及び運搬具　　　８年　　 
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前連結会計年度
（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

(会計方針の変更)

法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より平成19

年４月１日以降に取得した有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更し

ております。

これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益は、それぞれ54百万円減少しております。

─────

(追加情報) 

法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取

得した資産については、改正前の法人税法に基づく

減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達

した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額

の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり

均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。

これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益がそれぞれ136百万円減少しております。

(追加情報）

平成20年度法人税法の改正を契機として有形固定資

産の耐用年数の見直しを行い、機械装置を中心とし

た有形固定資産の耐用年数を変更いたしました。こ

れにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期

純利益は、それぞれ102百万円増加しております。　　 

②　無形固定資産

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（主に５年）に基づく定額法

によっております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

同左

───── ③　リース資産

　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同

一の方法を採用しております。

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。 

 

なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が企業会計基準第13号

「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開

始前のリース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。
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前連結会計年度
（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

───── (会計方針の変更）

所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当連結会計年度より「リース

取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）及

び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第16号）を適用し、通常の売買

取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。これにより、リース資産が有形固定資産に11百万

円計上されますが、営業利益、経常利益及び税金等調

整前当期純利益に与える影響額は軽微であります。 

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

売上債権等の貸倒れによる損失に備えて、主とし

て、一般債権については貸倒実績率による計算額

を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

②　賞与引当金

従業員の賞与の支出に備えて、支給対象期間に対

応する支給見込額を計上しております。

②　賞与引当金

同左

③　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えて、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法

により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理すること

としております。

③　退職給付引当金

同左

(追加情報)

退職給付制度につきましては、一部の子会社を除き

適格退職年金制度、退職一時金制度を採用しており

ましたが、平成19年４月１日に適格退職年金制度は

確定給付企業年金制度に移行するとともに、退職一

時金制度の一部を終了し、確定拠出型退職給付制度

に変更致しました。

この移行に伴う会計処理については、「退職給付制

度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適

用指針第１号）を適用しております。本移行に伴う

損益に与える影響額は、特別利益として299百万円計

上しております。

─────
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前連結会計年度
（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

───── (会計方針の変更）

「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その

３）」（企業会計基準第19号）が平成21年３月31日

以前 に開始する連結会計年度に係る連結財務諸表

から適用できることになったことに伴い、当連結会

計年度から同会計基準を適用しております。

数理計算上の差異を翌連結会計年度から償却するた

め、これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前

当期純利益に与える影響はありません。

また、本会計基準の適用に伴い発生する退職給付債

務の差額の未処理残高は196百万円であります。 

④　役員退職慰労引当金

当社を除く連結子会社では、役員の退職慰労金の

支出に備えて、役員退職慰労金内規に基づく当連

結会計年度末要支給見込額を計上しております。 

④　役員退職慰労引当金

同左

(追加情報)

役員退職慰労金については、従来、内規に基づき算出

した連結会計年度末要支給見込額を役員退職慰労引

当金として計上しておりましたが、平成19年６月28

日限りで当社の役員退職慰労金制度を廃止し、当該

廃止日までの在任期間に対応する退職慰労金を各役

員の退任時に支給することとしました。これに伴い、

当連結会計年度末における当社在任の役員に対する

退職慰労金相当額569百万円については、長期未払金

として計上しております。

─────

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の

基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の

基準

同左

(5）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

─────

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(5）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理

同左

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については全面時価

評価法を採用しております。

なお、当連結会計年度に該当事項はありません。 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３カ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左
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【表示方法の変更】

第70期（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）第71期（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

  ───── （連結貸借対照表） 

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７

日　内閣府令第50号）が適用となることに伴い、前連

結会計年度において、「たな卸資産」として掲記さ

れていたものは、当連結会計年度から「商品及び製

品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記し

ております。

　なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる

「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」

は、それぞれ6,644百万円、2,602百万円、3,242百万円

であります。

 

（連結損益計算書）

前連結会計年度まで区分掲記しておりました「投資

事業組合持分損失」は、営業外費用の総額の100分の

10以下となったため、営業外費用の「その他」に含

めて表示しております。 
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【追加情報】

前連結会計年度
（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

前期損益修正益

従来、不動産賃借料等を支払時に費用処理しておりま

したが、金額的重要性が大きくなったことから、当連結

会計年度より発生主義に基づく費用処理をいたしまし

た。この変更により、従来の方法に比べ、営業利益及び

経常利益は89百万円増加し、税金等調整前当期純利益

は471百万円増加しております。

─────

 

 

【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度（平成20年３月31日） 当連結会計年度（平成21年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は32,759百万円であ

ります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は33,724百万円であ

ります。

　２．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行３行と特定融資枠契約（コミットメント・

ライン契約）を締結しております。この契約に基づ

く特定融資枠の総額は10,000百万円で、当連結会計

年度末の借入の実行残高はありません。

　２．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行３行と特定融資枠契約（コミットメント・

ライン契約）を締結しております。この契約に基づ

く特定融資枠の総額は10,000百万円で、当連結会計

年度末の借入の実行残高はありません。

※３．関連会社に対するものは、次のとおりであります。　

投資有価証券（株式） 　506百万円

※４．その他の引当金の内訳

売上割戻引当金 632百万円　

販売促進引当金　 　152百万円

返品調整引当金　 　42百万円

役員賞与引当金 　33百万円

　合計　 　860百万円

※３．関連会社に対するものは、次のとおりであります。　

投資有価証券（株式） 　   268百万円

※４．その他の引当金の内訳

売上割戻引当金    572百万円　

販売促進引当金　 　   135百万円

返品調整引当金　 　  56百万円

役員賞与引当金 　  46百万円

　合計　 　   809百万円
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

※１．　　　　　　　　─────

 

  

  

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　　　次のとおりであります。

※１．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

　　　額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

 　　 れております。

 113百万円
　　　　　　　　　　　　　　

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　　　次のとおりであります。

広告宣伝費 3,883百万円

給料手当  7,313百万円

賞与 3,343百万円

退職給付費用 587百万円

研究開発費 8,589百万円

広告宣伝費 3,798百万円

給料手当 6,960百万円

賞与 3,227百万円

退職給付費用 383百万円

研究開発費 8,760百万円

※３．一般管理費に含まれる研究開発費は8,589百万円で

あります。

なお、当期製造費用には、研究開発費は含まれており

ません。

※３．一般管理費に含まれる研究開発費は8,760百万円で

あります。

なお、当期製造費用には、研究開発費は含まれており

ません。

※４．固定資産除売却損の内訳は次のとおりであります。 ※４．固定資産除売却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物  2百万円

機械装置及び運搬具   7百万円

有形固定資産の「その他」他    32百万円

合計        42百万円

建物及び構築物   70百万円

機械装置及び運搬具    26百万円

有形固定資産の「その他」他      21百万円

合計       119百万円

※５．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 　  0百万円

有形固定資産の「その他」他 4百万円

合計 5百万円

※５．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 　   58百万円

有形固定資産の「その他」他  1百万円

合計  59百万円

※６．前期損益修正益の内訳は次のとおりであります。

不動産賃借料 171百万円

委託研究費 110百万円

保険料他 99百万円　

　合計 382百万円　

※６．　　　　　　　　─────

 

※７．　　　　　　　　───── ※７．受取補償金は、仕入原料の不具合により発生した損

失の補償額であります。

※８. 委託製造設備除却損等の内訳は次のとおりでありま

す。

建物及び構築物　 10百万円　

機械装置及び運搬具　 　15百万円

有形固定資産の「その他」　 　3百万円

除却費用他　 　32百万円

　合計　 　61百万円

※８．　　　　　　　　─────
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式　　　　（注）１ 131,223 － 5,423 125,800

合計 131,223 － 5,423 125,800

自己株式     

普通株式　　　　（注）２，３ 9,164 4,182 5,423 7,924

合計 9,164 4,182 5,423 7,924

（注）１．普通株式の発行済株式総数の減少5,423千株は、自己株式の消却によるものであります。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加4,182千株は、取締役会決議による自己の株式の取得による増加4,000千

株及び単元未満株式の買取りによる増加182千株であります。

３．普通株式の自己株式の株式数の減少5,423千株は、消却によるものであります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年6月28日

定時株主総会
普通株式 1,342 11.0平成19年3月31日平成19年6月29日

平成19年11月12日

取締役会
普通株式 1,025 8.5 平成19年9月30日平成19年12月7日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年6月27日

定時株主総会
普通株式 1,355利益剰余金 11.5平成20年3月31日平成20年6月30日

当連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式　　　　 125,800 － － 125,800

合計 125,800 － － 125,800

自己株式     

普通株式　　　　（注） 7,924 3,659 － 11,583

合計 7,924 3,659 － 11,583

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加3,659千株は、取締役会決議による自己の株式の取得による増加3,463千株及び

単元未満株式の買取りによる増加196千株であります。
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２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年6月27日

定時株主総会
普通株式 1,355 11.5平成20年3月31日平成20年6月30日

平成20年11月4日

取締役会
普通株式 1,167 10.0平成20年9月30日平成20年12月1日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年6月26日

定時株主総会
普通株式 1,370利益剰余金 12.0平成21年3月31日平成21年6月29日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成20年３月31日現在） （平成21年３月31日現在）

現金及び預金勘定 17,277百万円

有価証券勘定 10,286百万円

短期貸付金（現先取引）勘定 999百万円

計  28,563百万円

現金及び預金勘定 19,286百万円

有価証券勘定 8,311百万円

短期貸付金（現先取引）勘定 －百万円

計 27,597百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △8,120百万円

償還期間が３ヵ月を超える有価証券 　 －百万円

現金及び現金同等物    20,443百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △7,220百万円

償還期間が３ヵ月を超える有価証券 －百万円

現金及び現金同等物    20,377百万円

※２．当連結会計年度に株式の売却により連結子会社でな

くなった会社の資産及び負債の主な内訳

　株式の売却により持田シーメンスメディカルシステム㈱

が連結子会社でなくなったことに伴う売却時の資産及び

負債の内訳並びに持田シーメンスメディカルシステム㈱

の売却価額と売却による収入は次のとおりであります。

流動資産 3,261百万円

固定資産 125百万円

流動負債 △1,816百万円

固定負債  △371百万円

株式売却益 288百万円

株式売却額 480百万円

持田シーメンスメディカルシステム㈱の

現金及び現金同等物
397百万円

差引：売却による収入 82百万円

※２．　　　　　　　　─────

※３．　　　　　　　　─────

 

 

３．重要な非資金取引の内容

当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・リー

ス取引に係る資産の額は358百万円であります。 
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累計
額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

建物及び構築
物

27 11 15

有形固定資産
その他

218 139 79

合計 245 150 95

（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

　　が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

　　低いため、支払利子込み法により算定してお

　　ります。

(2）未経過リース料期末残高相当額　

１年内 46百万円

１年超 49百万円　

合計 95百万円　

（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

　　ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

　　に占める割合が低いため、支払利子込み法に

　　より算定しております。

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 86百万円

減価償却費相当額 86百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

１．ファイナンス・リース取引

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　① リース資産の内容

    　有形固定資産

    医薬品事業における研究設備及び事務用機器であり

ます。

② リース資産の減価償却の方法

    連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計基準に関する事項(２)重要な減価償却資

産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっており、その内容は次のとおりでありま

す。 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累計
額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

建物及び構築
物

27 14 12

有形固定資産
その他

92 55 36

合計 119 69 49

（注）  取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。

(2）未経過リース料期末残高相当額　

１年内 26百万円

１年超 22百万円　

合計 49百万円　

（注）  未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 46百万円

減価償却費相当額 46百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。
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（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 種類

前連結会計年度（平成20年３月31日） 当連結会計年度（平成21年３月31日）
取得原価
 

（百万円）

連結貸借対照
表計上額
（百万円）

差額
 

（百万円）

取得原価
 

（百万円）

連結貸借対照
表計上額
（百万円）

差額
 

（百万円）

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えるもの

(1）株式 4,372 8,004 3,632 1,517 2,533 1,015

(2）債券       

①　国債・地方債等 － － － － － －

②　社債 － － － － － －

③　その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 4,372 8,004 3,632 1,517 2,533 1,015

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えないも

の

(1）株式 2,160 1,723 △436 6,108 4,819 △1,288

(2）債券       

①　国債・地方債等 － － － － － －

②　社債 － － － － － －

③　その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 2,160 1,723 △436 6,108 4,819 △1,288

合計 6,532 9,728 3,195 7,625 7,352 △272

　（注）　前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

　減損処理の対象となるものはありません。

　なお、有価証券の減損処理にあたっては、期末における時価が簿価（取得原価）の50％以上下落した場合には

全銘柄について、また、同30％以上50％未満の下落率の銘柄については、個別に回復可能性を総合的に勘案し

て、それぞれ減損処理を行っております。

当連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

　その他有価証券で時価のある株式について、5百万円の減損処理を行っております。

　なお、有価証券の減損処理にあたっては、期末における時価が簿価（取得原価）の50％以上下落した場合には

全銘柄について、また、同30％以上50％未満の下落率の銘柄については、個別に回復可能性を総合的に勘案し

て、それぞれ減損処理を行っております。

 

２．連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度
（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

0 0 － 0 0 －

 

EDINET提出書類

持田製薬株式会社(E00947)

有価証券報告書

48/87



３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 
前連結会計年度

（平成20年３月31日）
当連結会計年度

（平成21年３月31日）
連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

(1）満期保有目的の債券   

コマーシャルペーパー 4,993 2,997

その他 － －

(2）その他有価証券   

非上場株式 371 371

ＭＭＦ 2,718 2,728

中期国債ファンド 2,575 2,585

その他 52 31

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

 

前連結会計年度（平成20年３月31日） 当連結会計年度（平成21年３月31日）
１年以内
 

（百万円）

１年超５年
以内
（百万円）

５年超10年
以内
（百万円）

10年超
 

（百万円）

１年以内
 

（百万円）

１年超５年
以内
（百万円）

５年超10年
以内
（百万円）

10年超
 

（百万円）

１．債券         

(1）国債・地方債等 － － － － － － － －

(2）社債 － － － － － － － －

(3）その他 － － － － － － － －

２．その他         

コマーシャルペーパー 4,993 － － － 2,997 － － －

合計 4,993 － － － 2,997 － － －

 

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

　該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社、連結子会社持田製薬工場㈱及び持田ヘルスケア㈱は、確定給付型の制度として確定給付企業年金制度及

び退職一時金制度と確定拠出年金制度を設けております。その他の連結子会社は、確定給付型の制度として、退

職一時金制度のみを設けております。また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による

退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。

２．退職給付債務に関する事項

 
前連結会計年度

（平成20年３月31日）(百万円)
当連結会計年度

（平成21年３月31日）(百万円)

(1）退職給付債務 △16,032 △15,673

(2）年金資産 11,045 9,049

(3）未積立退職給付債務(1)+(2) △4,987 △6,623

(4）未認識数理計算上の差異 △80 2,312

(5）未認識過去勤務債務

（債務の減額）
△632 △474

(6）連結貸借対照表計上額純額

(3)+(4)+(5)
△5,701 △4,785

(7）前払年金費用 － －

(8）退職給付引当金(6)-(7) △5,701 △4,785

　（注）一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しております。

 

３．退職給付費用に関する事項

 
前連結会計年度

（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）（百万円）

当連結会計年度
（自平成20年４月１日
至平成21年３月31日）（百万円）

(1）勤務費用 733 771

(2）利息費用 339 320

(3）期待運用収益 △385 △331

(4）数理計算上の差異の費用処理額 96 △259

(5）過去勤務債務の費用処理額 △164 △158

(6）退職給付費用

(1)+(2)+(3)+(4)+(5)
620 342

(7) 確定拠出年金掛金支払額　 173 171

合計　(6)＋(7)　 793 513

　（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、(1)勤務費用に含めております。

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前連結会計年度

（平成20年３月31日）
当連結会計年度

（平成21年３月31日）

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左

(2）割引率（％） 2.0 1.9

(3）期待運用収益率（％） 3.0 3.0

(4）過去勤務債務の額の処理年数 その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により費用処理

同左

(5）数理計算上の差異の処理年数 各連結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理

同左

 

（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

(平成20年３月31日)

当連結会計年度

(平成21年３月31日)

繰延税金資産  （百万円）  （百万円）

たな卸資産評価損否認額  452  838 

投資有価証券評価損否認額  56  39 

未払事業税否認  274  267 

賞与引当金  1,045  1,069 

退職給付引当金  3,116  2,463 

役員退職慰労引当金  243  －  

減損損失  318  300 

その他有価証券評価差額金  －   110 

その他  1,830  2,207 

繰延税金資産　小計  7,337  7,296 

評価性引当額  △606  △451 

繰延税金資産　合計  6,731  6,844 

繰延税金負債       

その他有価証券評価差額金  △1,287  －  

特別償却準備金他  △440  △394 

繰延税金負債　合計  △1,728  △394 

繰延税金資産（負債）の純額  5,003  6,450 

　（注）　前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれ

ております。

 
前連結会計年度

(平成20年３月31日)

当連結会計年度

(平成21年３月31日)

  （百万円）  （百万円）

流動資産－繰延税金資産  2,650  2,861 

固定資産－繰延税金資産  2,437  3,709 

固定負債－繰延税金負債  △84  120 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

(平成20年３月31日)

当連結会計年度

(平成21年３月31日)

  （％）  （％）

法定実効税率  40.3  40.3 

（調整）       

交際費等永久に損金に算入されない項目  2.8  3.0 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △0.3  △2.2 

住民税均等割  0.2  0.2 

試験研究費等税額控除  △4.2  △4.5 

評価性引当額の増減額  2.4  △1.1 

その他  0.0  0.5 

税効果会計適用後の法人税等の負担率  41.2  36.2 
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（企業結合等関係）

前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

該当事項はありません。

 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）及び当連結会計年度（自平成20年４月１日　至

平成21年３月31日）において、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計

額に占める「医薬品関連事業」の割合が、いずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記

載を省略しております。

　　　　 

【所在地別セグメント情報】

　前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）及び当連結会計年度（自平成20年４月１日　至

平成21年３月31日）において、いずれも本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がな

いため、該当事項はありません。

 

【海外売上高】

　前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）及び当連結会計年度（自平成20年４月１日　至

平成21年３月31日）の海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略してお

ります。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

役員及び個人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金
(百万円)

事業の内容
議決権等の
所有割合

関係内容
取引の内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員の
兼任等

事業上の関
係

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

する会社

㈱メジカ

ルビュー

社

東京都

新宿区
12

医学関係書

籍類の印刷、

出版等

当社役員

持田　直幸

他１名及び

その近親者

の直接所有

93.9％

－

学術宣伝用

各種印刷物

の制作委託

等

学術宣伝用

各種印刷物

の制作委託

等

60
流動負債

のその他
13

　（注）上記の取引金額については消費税等が含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

　学術宣伝用各種印刷物の制作委託等については、市場価格を勘案して毎期価格交渉の上、一般的取引条件と同様に

決定しております。

 

当連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

（追加情報）

　　当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号）及び「関連当事者の開

示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号）を適用しております。

　　なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。 

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類
会社等の
名称

所在地
資本金
(百万円)

事業の内容
議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

する会社

㈱メジカル

ビュー社

東京都

新宿区
12

医学関係書籍

類の印刷、出

版等

当社役員

持田　直幸及

びその近親

者の直接所

有

61.7％

学術宣伝用

各種印刷物

の制作委託

等

学術宣伝用

各種印刷物

の制作委託

等

54
流動負債

のその他
12

　（注）上記の取引金額については消費税等が含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。

 

　取引条件及び取引条件の決定方針等

  学術宣伝用各種印刷物の制作委託等については、市場価格を勘案して毎期価格交渉の上、一般的取引条件と同様

に決定しております。 
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 628.74円

１株当たり当期純利益金額 69.82円

１株当たり純資産額 649.22円

１株当たり当期純利益金額 75.27円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載をしておりません。

同左

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当期純利益（百万円） 8,387 8,754

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 8,387 8,754

期中平均株式数（千株） 120,131 116,311

 

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 500 500 1.8 －

１年以内に返済予定の長期借入金 600 600 1.5 －

１年以内に返済予定のリース債務 － 33 5.5 －　

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 600 － 1.5 －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － 354 5.5平成22年～31年　

その他有利子負債 － － － －

計 1,700 1,487 － －

　（注）１．平均利率の算定は、当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

　　　　２．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりでありま

す。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

リース債務 35 34 34 36

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報

 

第１四半期

自平成20年４月１日

至平成20年６月30日

第２四半期

自平成20年７月１日

至平成20年９月30日

第３四半期

自平成20年10月１日

至平成20年12月31日

第４四半期

自平成21年１月１日

至平成21年３月31日

売上高（百万円） 18,658　 18,638 20,912 16,971　　

税金等調整前四半期純利益

金額（百万円）
3,821　 3,306　　 4,906　　 1,693　

四半期純利益金額

（百万円）
1,997 2,633 3,046　 1,077　

１株当たり四半期純利益金

額（円）
16.94 22.55 26.26 9.40　
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 15,744 17,523

受取手形 712 776

売掛金 22,113 21,617

有価証券 9,635 7,658

商品 5,425 5,702

貯蔵品 6 －

前払費用 － 546

繰延税金資産 2,059 2,198

短期貸付金 ※1
 4,374

※1
 －

未収入金 1,003 687

その他 572 214

貸倒引当金 △4 △4

流動資産合計 61,645 56,922

固定資産

有形固定資産

建物 9,828 9,850

減価償却累計額 △7,834 △7,909

建物（純額） 1,993 1,941

構築物 736 742

減価償却累計額 △633 △645

構築物（純額） 103 96

機械及び装置 1,697 1,628

減価償却累計額 △1,594 △1,530

機械及び装置（純額） 103 97

車両運搬具 14 14

減価償却累計額 △14 △14

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 5,305 5,453

減価償却累計額 △4,427 △4,601

工具、器具及び備品（純額） 877 852

土地 3,244 4,132

リース資産 － 14

減価償却累計額 － △3

リース資産（純額） － 11

建設仮勘定 － 44

有形固定資産合計 6,323 7,177

無形固定資産

ソフトウエア 295 294

その他 25 906

無形固定資産合計 320 1,201
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

投資その他の資産

長期預金 1,000 400

投資有価証券 10,152 7,756

関係会社株式 10,547 9,882

関係会社長期貸付金 2,812 5,412

差入保証金 696 694

長期前払費用 1,023 1,238

繰延税金資産 2,353 3,641

その他 7 14

投資その他の資産合計 28,592 29,040

固定資産合計 35,236 37,419

資産合計 96,881 94,341

負債の部

流動負債

支払手形 ※1
 765

※1
 903

買掛金 ※1
 4,198

※1
 4,494

短期借入金 500 500

未払金 2,278 2,324

未払費用 2,008 1,923

未払法人税等 2,946 2,607

未払消費税等 171 302

預り金 90 88

賞与引当金 2,224 2,288

役員賞与引当金 25 33

返品調整引当金 18 21

売上割戻引当金 618 557

販売促進引当金 134 116

設備関係支払手形 157 99

その他 254 22

流動負債合計 16,391 16,283

固定負債

長期未払金 2,351 1,361

退職給付引当金 5,103 4,262

その他 － 7

固定負債合計 7,455 5,632

負債合計 23,846 21,915
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 7,229 7,229

資本剰余金

資本準備金 1,871 1,871

資本剰余金合計 1,871 1,871

利益剰余金

利益準備金 1,807 1,807

その他利益剰余金

特別償却準備金 61 21

別途積立金 57,400 59,400

繰越利益剰余金 9,311 12,933

利益剰余金合計 68,580 74,163

自己株式 △6,554 △10,675

株主資本合計 71,127 72,588

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,907 △162

評価・換算差額等合計 1,907 △162

純資産合計 73,035 72,425

負債純資産合計 96,881 94,341
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高

商品売上高 67,973 70,948

売上高合計 67,973 70,948

売上原価

商品期首たな卸高 3,777 5,425

当期商品仕入高 ※4
 28,671

※4
 29,397

合計 32,449 34,823

他勘定振替高 ※1
 76

※1
 68

商品期末たな卸高 5,425 5,702

商品売上原価 26,947 29,051

売上総利益 41,026 41,896

返品調整引当金繰入額 － 3

返品調整引当金戻入額 14 －

差引売上総利益 41,040 41,893

販売費及び一般管理費 ※2, ※3
 30,199

※2, ※3
 30,700

営業利益 10,840 11,193

営業外収益

受取利息 133 141

有価証券利息 51 47

受取配当金 ※4
 540

※4
 860

ロイヤリティ収入等 1,244 588

不動産賃貸料 133 131

その他 57 53

営業外収益合計 2,161 1,823

営業外費用

支払利息 8 8

支払手数料 21 33

投資事業組合持分損失 36 15

支払補償費 － 25

その他 40 1

営業外費用合計 106 84

経常利益 12,895 12,931

特別利益

貸倒引当金戻入額 25 －

固定資産売却益 ※6
 3

※6
 40

受取補償金 － 150

関係会社株式売却益 150 －

確定拠出年金制度移行差益 260 －

前期損益修正益 ※7
 328

※7
 －

特別利益合計 768 190
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

特別損失

固定資産除売却損 ※5
 28

※5
 42

投資有価証券評価損 － 5

関係会社株式評価損 － 664

委託製造設備除却損等 ※8
 61

※8
 －

特別損失合計 90 712

税引前当期純利益 13,573 12,410

法人税、住民税及び事業税 4,958 4,333

法人税等調整額 382 △28

法人税等合計 5,340 4,304

当期純利益 8,233 8,105
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 7,229 7,229

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,229 7,229

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,871 1,871

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,871 1,871

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 1,807 1,807

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,807 1,807

その他利益剰余金

特別償却準備金

前期末残高 145 61

当期変動額

特別償却準備金の取崩 △83 △40

当期変動額合計 △83 △40

当期末残高 61 21

別途積立金

前期末残高 57,400 57,400

当期変動額

別途積立金の積立 － 2,000

当期変動額合計 － 2,000

当期末残高 57,400 59,400

繰越利益剰余金

前期末残高 7,847 9,311

当期変動額

特別償却準備金の取崩 83 40

別途積立金の積立 － △2,000

剰余金の配当 △2,367 △2,523

当期純利益 8,233 8,105

自己株式の消却 △4,485 －

当期変動額合計 1,463 3,622

当期末残高 9,311 12,933
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

利益剰余金合計

前期末残高 67,199 68,580

当期変動額

特別償却準備金の取崩 － －

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △2,367 △2,523

当期純利益 8,233 8,105

自己株式の消却 △4,485 －

当期変動額合計 1,380 5,582

当期末残高 68,580 74,163

自己株式

前期末残高 △6,407 △6,554

当期変動額

自己株式の取得 △4,632 △4,121

自己株式の消却 4,485 －

当期変動額合計 △146 △4,121

当期末残高 △6,554 △10,675

株主資本合計

前期末残高 69,893 71,127

当期変動額

剰余金の配当 △2,367 △2,523

当期純利益 8,233 8,105

自己株式の取得 △4,632 △4,121

自己株式の消却 － －

当期変動額合計 1,233 1,461

当期末残高 71,127 72,588

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 4,454 1,907

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△2,546 △2,070

当期変動額合計 △2,546 △2,070

当期末残高 1,907 △162
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

純資産合計

前期末残高 74,348 73,035

当期変動額

剰余金の配当 △2,367 △2,523

当期純利益 8,233 8,105

自己株式の取得 △4,632 △4,121

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,546 △2,070

当期変動額合計 △1,313 △609

当期末残高 73,035 72,425
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【重要な会計方針】
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第70期（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）第71期（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）満期保有目的の債券

同左

(2）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(2）子会社株式及び関連会社株式

同左

(3）その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

(3）その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

  総平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）　 

───── (会計方針の変更)

　当事業年度より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準委員会　企業会計基準第９号　平成18年

７月５日公表分）が適用されたことに伴い、総平均法

による原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）により算定しておりま

す。この変更による損益に与える影響額は軽微であり

ます。 

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）については定額法を採用して

おります。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　　15年～50年

機械及び装置　　　　　　　７年

工具、器具及び備品　　　　４年～６年

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）については定額法を採用して

おります。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　　15年～50年

機械及び装置　　　　　　　８年

工具、器具及び備品　　　　４年～６年　　　　　　

　（会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、当事業年度より平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却の方法に変更しておりま

す。

これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益は、それぞれ27百万円減少しております。

─────

　（追加情報）

法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得

した資産については、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により、取得価額の５％に到達した

事業年度の翌事業年度より、取得価額の５％相当額と

備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上しております。

これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益がそれぞれ75百万円減少しております。　 

　　(追加情報）

平成20年度法人税法の改正を契機として有形固定資

産の耐用年数の見直しを行い、機械及び装置を中心

とした有形固定資産の耐用年数を変更いたしまし

た。この変更による損益に与える影響額は軽微であ

ります。

 

EDINET提出書類

持田製薬株式会社(E00947)

有価証券報告書

66/87



第70期（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）第71期（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

(2）無形固定資産

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（主に５年）に基づく定額法

によっております。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

同左

─────

 　　　　　　　　　　

(3）リース資産

　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同

一の方法を採用しております。

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

　　　

　　なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が企業会計基準第13号

「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開

始前のリース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。

─────

 

(会計方針の変更） 

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

りましたが、当事業年度より「リース取引に関する会

計基準」（企業会計基準第13号）及び「リース取引に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第16号）を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。これにより、リース資産

が有形固定資産に11百万円計上されますが、この変更

による損益に与える影響額は軽微であります。 

(3）長期前払費用

均等償却

(4）長期前払費用

同左

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

同左

５．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

売上債権等の貸倒れによる損失に備えて、一般債

権については貸倒実績率による計算額を、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しております。

５．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

 同左

(2）賞与引当金

従業員の賞与の支出に備えて、支給対象期間に対

応する支給見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

同左

  

第70期（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）第71期（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

(3）役員賞与引当金

役員の賞与の支出に備えて、当事業年度に対応す

る支給見込額に基づき、当事業年度末において発

生していると認められる額を計上しております。

(3）役員賞与引当金                   

同左

(4）返品調整引当金

期末日後の返品損失に備えて、過年度の返品実績

等に基づく会社所定の基準により計上しておりま

す。

(4）返品調整引当金

同左
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第70期（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）第71期（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

(5）売上割戻引当金

販売した商品に対して、将来発生する売上割戻の

支出に備え、期末売掛金及び期末特約店在庫に対

して過去の実績率を乗じた額を計上しておりま

す。

(5）売上割戻引当金

同左

(6）販売促進引当金

販売した商品に対して、将来発生する販売促進に

要する支出に備え、期末特約店在庫に対して過去

の経費実績率を乗じた額を計上しております。

(6）販売促進引当金

同左

(7）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えて、期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法

により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理することとして

おります。

(7）退職給付引当金

同左

（追加情報）

　　　当社の退職給付制度につきましては、適格退職年金制

度、退職一時金制度を採用しておりましたが、平成

19年４月１日に適格退職年金制度は確定給付企業

年金制度に移行するとともに、退職一時金制度の一

部を終了し、確定拠出型退職給付制度に変更致しま

した。

この移行に伴う会計処理については、「退職給付制

度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準

適用指針第１号）を適用しております。本移行に伴

う損益に与える影響額は、特別利益として260百万

円計上しております。

─────
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第70期（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）第71期（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

─────

 

(会計方針の変更)

「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その

３）」（企業会計基準第19号）が平成21年３月31日

以前に開始する事業年度に係る財務諸表から適用で

きることになったことに伴い、当事業年度から同会

計基準を適用しております。数理計算上の差異を翌

事業年度から償却するため、これによる営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益に与える影響額はあり

ません。

また、本会計基準の適用に伴い発生する退職給付債

務の差額の未処理残高は171百万円であります。 

（追加情報） 

　　　　当社における役員退職慰労金については、従来、内規に

基づき算出した事業年度末要支給見込額を役員退

職慰労引当金として計上しておりましたが、平成19

年６月28日限りで役員退職慰労金制度を廃止し、当

該廃止日までの在任期間に対応する退職慰労金を

各役員の退任時に支給することとしました。これに

伴い、当事業年度末における当社在任の役員に対す

る退職慰労金相当額569百万円については、長期未

払金として計上しております。

─────

６．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

─────

 

７．その他財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

６．その他財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

同左
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【表示方法の変更】

第70期（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）第71期（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

（貸借対照表）

　前期まで流動資産の「その他」に含めて表示しておりま

した「未収入金」は、当期において、資産の総額の100分

の１を超えたため、区分掲記しました。

なお、前期末の「未収入金」は695百万円であります。

（貸借対照表）

　前期まで流動資産の「その他」に含めて表示しておりま

した「前払費用」は、当期において、重要性が増したため、

区分掲記しました。

なお、前期末の「前払費用」は413百万円であります。

（損益計算書）

前期まで区分掲記しておりました「棚卸資産廃棄損等」

（当期は０百万円）は、営業外費用の100分の10以下と

なったため、営業外費用の「その他」に含めて表示する

ことにしました。

─────

 

 

【追加情報】

第70期（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）第71期（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

 　前期損益修正益

当社は従来より、不動産賃借料等を支払時に費用処理

しておりましたが、金額的重要性が大きくなった

ことから、当事業年度より発生主義に基づく費用処理

をいたしました。　

この変更により、従来の方法に比べ、営業利益及び経

常利益が84百万円増加し、税引前当期純利益が413百

万円増加しております。 

─────

 

【注記事項】

（貸借対照表関係）

第70期（平成20年３月31日） 第71期（平成21年３月31日）

※１．関係会社に対する債権及び債務には区分掲記された

もののほか次のものがあります。

※１．関係会社に対する債権及び債務には区分掲記された

もののほか次のものがあります。

短期貸付金  3,375百万円

支払手形 29百万円

買掛金 1,515百万円

支払手形 49百万円

買掛金 1,499百万円

　２．運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と

特定融資枠契約（コミットメント・ライン契約）を

締結しております。この契約に基づく特定融資枠の

総額は10,000百万円で、当期末の借入の実行残高は

ありません。

　２．運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と

特定融資枠契約（コミットメント・ライン契約）を

締結しております。この契約に基づく特定融資枠の

総額は10,000百万円で、当期末の借入の実行残高は

ありません。
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（損益計算書関係）

第70期（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）第71期（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

※１．「他勘定振替高」は主として広告宣伝費（販売費及

び一般管理費）へ振替えたものであります。

※１．「他勘定振替高」は主として広告宣伝費（販売費及

び一般管理費）へ振替えたものであります。

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は58％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は42％であり

ます。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は58％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は42％であり

ます。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

広告宣伝費 2,704百万円

給料手当 6,446百万円

賞与 3,079百万円

退職給付費用  568百万円

旅費・交通費 1,422百万円

研究開発費 8,497百万円

広告宣伝費 2,877百万円

給料手当 6,491百万円

賞与 3,131百万円

退職給付費用 293百万円

旅費・交通費 1,471百万円

研究開発費  8,672百万円

研究開発費のうち引当金繰入額及び減価償却費は次

のとおりであります。

研究開発費のうち引当金繰入額及び減価償却費は次

のとおりであります。

退職給付費用 178百万円

減価償却費 440百万円

退職給付費用 58百万円

減価償却費 487百万円

※３．研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費は8,497百万円で

あります。

※３．研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費は8,672百万円で

あります。

※４．関係会社に対する事項は次のとおりであります。 ※４．関係会社に対する事項は次のとおりであります。

受取配当金 360百万円

当期商品仕入高 21,280百万円

受取配当金 670百万円

当期商品仕入高 21,003百万円

※５．固定資産除売却損の内訳は次のとおりであります。 ※５．固定資産除売却損の内訳は次のとおりであります。

建物 2百万円

機械及び装置  1百万円

工具、器具及び備品他  24百万円

合計 28百万円

建物 25百万円

機械及び装置 4百万円

工具、器具及び備品他 12百万円

合計 42百万円

※６．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※６．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

機械及び装置 0百万円

工具、器具及び備品他 3百万円

合計 3百万円

機械及び装置 40百万円

工具、器具及び備品他  0百万円

合計  40百万円

※７．前期損益修正益の内訳は次のとおりであります。

不動産賃借料 146百万円　

委託研究費 110百万円　

保険料 71百万円　

　合計 328百万円　

※７．　　　　　　　　─────

※８．委託製造設備除却損等の内訳は次のとおりであり

ます。　

建物及び構築物　 10百万円　

機械装置及び運搬具　 　15百万円

工具、器具及び備品　 　3百万円

除却費用他　 　32百万円

　合計　 　61百万円

※８．　　　　　　　　─────
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（株主資本等変動計算書関係）

第70期（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（千株）

当事業年度
増加株式数（千株）

当事業年度
減少株式数（千株）

当事業年度末
株式数（千株）

普通株式 9,164 4,182 5,423 7,924

合計 9,164 4,182 5,423 7,924

 （注）１．普通株式の増加4,182千株は、取締役会決議による自己の株式の取得による増加4,000千株及び単元未満

 　　　　　株式の買取による増加182千株であります。

 　　　２．普通株式の減少5,423千株は、消却によるものであります。

第71期（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（千株）

当事業年度
増加株式数（千株）

当事業年度
減少株式数（千株）

当事業年度末
株式数（千株）

普通株式　　　　 7,924 3,659 － 11,583

合計  7,924  3,659 －  11,583

 （注）普通株式の増加3,659千株は、取締役会決議による自己の株式の取得による増加3,463千株及び単元未満株式

 　　　の買取による増加196千株であります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累計
額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

建物 27 11 15
工具、器具及び
備品

218 139 79

合計 245 150 95

（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

　　が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

　　低いため、支払利子込み法により算定してお

　　ります。

(2）未経過リース料期末残高相当額　

１年内 46百万円

１年超 49百万円　

合計 95百万円　

（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

　　ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

　　に占める割合が低いため、支払利子込み法に

　　より算定しております。

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 86百万円

減価償却費相当額 86百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

１．ファイナンス・リース取引

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　① リース資産の内容

    　有形固定資産

    医薬品事業における研究設備及び事務用機器であり

ます。

② リース資産の減価償却の方法

    連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計基準に関する事項(２)重要な減価償却資

産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

  　

　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっており、その内容は次のとおりでありま

す。 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累計
額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

建物 27 14 12
工具、器具及び
備品

92 55 36

合計 119 69 49

（注）  取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。

(2）未経過リース料期末残高相当額　

１年内 26百万円

１年超 22百万円　

合計 49百万円　

（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 46百万円

減価償却費相当額 46百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 
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（有価証券関係）

　第70期（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）及び第71期（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）に

おける子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
第70期

（平成20年３月31日）
 

第71期

（平成21年３月31日）

繰延税金資産 （百万円） （百万円）

たな卸資産評価損否認額 312  415

投資有価証券評価損否認額 56  39

未払事業税否認 250  225

賞与引当金 896  922

退職給付引当金 2,760 2,179

役員退職慰労引当金 230  －

減損損失 318  300

その他有価証券評価差額金     －  110

その他 1,517 2,094

繰延税金資産　小計 6,341 6,287

評価性引当額 △598  △432

繰延税金資産　合計 5,742 5,854

    

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △1,287 －

特別償却準備金 △41  △14

繰延税金負債　合計 △1,329 △14

繰延税金資産の純額 4,413 5,839

　　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
第70期

（平成20年３月31日）
 

第71期

（平成21年３月31日）

 （％） （％）

法定実効税率 40.3 40.3

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.9  3.2

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.3  △2.5

住民税均等割 0.0  0.0

試験研究費等税額控除 △4.3  △5.0

評価性引当額の増減額 1.6  △1.3

その他 0.1  0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.3 34.7
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（１株当たり情報）

第70期（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）第71期（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 619.60円

１株当たり当期純利益金額 68.54円

１株当たり純資産額    634.11円

１株当たり当期純利益金額 69.69円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

同左

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
第70期

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

第71期
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当期純利益（百万円） 8,233 8,105

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 8,233 8,105

期中平均株式数（千株） 120,131 116,311

 

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証券
その他有価

証券

日本水産㈱ 8,000,000 2,056

大正製薬㈱ 1,000,000 1,828

大日本住友製薬㈱ 913,000 746

アルフレッサホールディングス㈱ 176,900 633

㈱スズケン 157,200 404

コニカミノルタホールディングス㈱ 445,000 372

㈱メディセオ・パルタックホールディングス 319,100 335

㈱みずほフィナンシャルグル－プ（優先株） 300,000 300

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 611,000 290

　東邦薬品㈱ 243,400 230

日本ケミカルリサーチ㈱ 550,000 170

㈱ほくやく・竹山ホールディングス 251,500 120

その他（21銘柄） 1,161,256 234

計 14,128,356 7,724

【債券】

銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額
（百万円）

有価証券
満期保有目

的の債券

コマーシャルペーパー         

　三菱UFJリース㈱ 1,000 999

　三菱UFJ証券㈱ 1,000 999

　三菱UFJニコス㈱ 1,000 998

計 3,000 2,997

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等
貸借対照表計上額
（百万円）

有価証券
その他有価

証券

証券投資信託受益証券    

中期国債ファンド（1銘柄） 1,932百万口 1,932

ＭＭＦ（２銘柄） 2,728百万口 2,728

小計 － 4,660

投資有価証券
その他有価

証券

　出資金    

バイオテック・ヘルスケア１号

投資事業有限責任組合
100口 31

小計 － 31

合計 － 4,692
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類

 
前期末残高

 
（百万円）

 
当期増加額

 
 （百万円）

 
当期減少額

 
（百万円） 

 
当期末残高

 
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

 
当期償却額

 
（百万円）

差引当期末残
高
 
（百万円）

有形固定資産        

建物 9,828 152 129 9,850 7,909 179 1,941

構築物 736 5 － 742 645 12 96

機械及び装置 1,697 39 109 1,628 1,530 40 97

車両運搬具 14 － － 14 14 0 0

工具、器具及び備品 5,305 430 282 5,453 4,601 445 852

土地 3,244 888 － 4,132 － － 4,132

リース資産 － 14 － 14 3 3 11

建設仮勘定 － 1,518 1,473 44 － － 44

有形固定資産計 20,827 3,050 1,995 21,882 14,705 681 7,177

無形固定資産        

ソフトウェア 615 128 100 643 348 128 294

その他 59 983 101 940 34 8 906

無形固定資産計 674 1,111 201 1,584 383 137 1,201

長期前払費用 1,359 391 284 1,466 228 177 1,238

 

【引当金明細表】

区分
前期末残高

 
（百万円）

当期増加額
 

（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
 

（百万円）

貸倒引当金　　　　 　 4 4 － 4 4

賞与引当金 2,224 2,288 2,224 － 2,288

役員賞与引当金 25 33 25 － 33

返品調整引当金 18 21 18 － 21

売上割戻引当金 618 557 618 － 557

販売促進引当金 134 116 134 － 116

　(注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」の欄の金額は、前期計上額の洗替による取崩額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金  －

預金  

当座預金 36

普通預金 5,492

定期預金 11,950

振替貯金 44

小計 17,523

合計 17,523

ロ．受取手形

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

中北薬品㈱ 185

岩淵薬品㈱ 174

明祥㈱ 168

酒井薬品㈱ 92

㈱マルタケ 80

その他 74

計 776

期日別内訳

期日 金額（百万円）

平成21年４月 355

５月 11

６月 409

計 776
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ハ．売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱メディセオ・パルタックホールディングス 5,694

アルフレッサ㈱ 4,505

㈱スズケン 3,633

東邦薬品㈱ 3,034

ノバルティスファーマ㈱ 850

その他 3,900

計 21,617

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高

（百万円）

当期発生高

（百万円）

当期回収高

（百万円）

次期繰越高

（百万円）
回収率（％） 滞留期間（日）

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ）
（Ｃ）

──────
（Ａ）＋（Ｂ）

×100

(Ａ)＋(Ｄ)
─────
２

──────
（Ｂ）
─────
365

22,113 82,211 82,707 21,617 79.3 97.1

　（注）　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

ニ．商品

科目 金額（百万円） 内容　　　 

商品 5,702                   医薬品関連   

計 5,702 

②　固定資産

イ．関係会社株式
区分 金額（百万円）

持田製薬工場㈱ 8,412

持田ヘルスケア㈱ 1,015

持田シーメンスメディカルシステム㈱ 345

㈱テクノネット 88

㈱持田インターナショナル 20

計 9,882
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ロ．関係会社長期貸付金

内訳 金額（百万円）

持田製薬工場㈱ 4,812

持田ヘルスケア㈱ 600

計 5,412

 
③　流動負債
イ．支払手形
支払先別内訳

相手先 金額（百万円）

救急薬品工業㈱ 148

㈱グループ・ティー 104

富士カプセル㈱ 100

富士ビジネス㈱ 35

鍋林フジサイエンス㈱ 33

その他 479

計 903

期日別内訳

期日 金額（百万円）

　平成21年４月 264

５月 87

６月 340

７月 210

計 903

ロ．買掛金

相手先 金額（百万円）

味の素㈱ 2,717

持田製薬工場㈱ 1,499

ヤンセン　ファーマ㈱ 53

アイロム製薬㈱ 53

メディサ新薬㈱ 32

救急薬品工業㈱ 28

その他 108

計 4,494

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座） 

東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座） 

東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社

取次所 ─────

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 なし

 （注）平成21年６月26日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、次のとおりとなりました。

 　　　１．単元未満株式の売渡し

　　　　 　単元未満株式の買増制度に関する規定を新設し、平成21年７月１日よりお取扱いします。

　　　　　 また、併せて、同日より買取り・買増しに係る手数料を無料に変更します。　　　　　

　　　 ２．公告掲載方法は、電子公告により行います。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による

　　　　　 公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行います。

　　　　　 なお、電子公告掲載URLは、次のとおりであります。

　　　　　 http://www.mochida.co.jp 
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類
事業年度（第70期）　（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）平成20年６月27日関東財務局長に提出
 

(2）四半期報告書及び確認書
（第71期第１四半期）（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）平成20年８月12日関東財務局長に提出
（第71期第２四半期）（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）平成20年11月13日関東財務局長に提出
（第71期第３四半期）（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）平成21年２月12日関東財務局長に提出
 

(3）自己株券買付状況報告書
報告期間　　　　　　（自平成20年６月27日　至平成20年６月30日）　　平成20年７月10日関東財務局長に提出
報告期間　　　　　　（自平成20年７月１日　至平成20年７月31日）　　平成20年８月11日関東財務局長に提出
報告期間　　　　　　（自平成20年11月１日　至平成20年11月30日）　　平成20年12月９日関東財務局長に提出
報告期間　　　　　　（自平成20年12月１日　至平成20年12月31日）　　平成21年１月９日関東財務局長に提出
報告期間　　　　　　（自平成21年２月１日　至平成21年２月28日）　　平成21年３月10日関東財務局長に提出
報告期間　　　　　　（自平成21年３月１日　至平成21年３月31日）　　平成21年４月10日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年６月27日

持田製薬株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 津田　英嗣　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 木村　研一　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 佐野　明宏　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

持田製薬株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、持田製薬

株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成21年６月26日

持田製薬株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 津田　英嗣　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 佐野　明宏　　印

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
持田製薬株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ
た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す
ることにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として
行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連
結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと
判断している。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、持田製薬
株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び
キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、持田製薬株式会社の平成21年３月
31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成
する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。ま
た、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監
査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの
合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評
価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、持田製薬株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部
統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に
係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付
する形で別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年６月27日

持田製薬株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 津田　英嗣　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 木村　研一　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 佐野　明宏　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

持田製薬株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第70期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、持田製薬株式

会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成21年６月26日

持田製薬株式会社    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 津田　英嗣　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 佐野　明宏　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

持田製薬株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第71期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、持田製薬株式

会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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